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序章 計画の概要 
 

 

１ 計画策定の背景 

全国的に人口減少・少子高齢化が進行する中、本市においても、令和５年 10月

１日現在で総人口 148,982人のうち、高齢者人口は 47,982人を占め、高齢化率は

32.2％まで上昇しています。将来的には、令和７年（2025 年）にはいわゆる団塊

の世代がすべて 75 歳以上となり、令和 22 年（2040 年）にはいわゆる団塊ジュニ

ア世代が 65歳以上となるため、人口の高齢化は一層進行し、生産年齢人口が大き

く減少していくことが予測されます。 

こうした社会情勢を踏まえ、第８期計画において『高齢者一人ひとりが住み慣

れた地域で、互いに支え合い、安心して生活できるまち』を将来像として、「み

んなで支え合う生きがいのあるまち」、「住み慣れた地域で安心して暮らせるま

ち」、「介護サービスの充実したまち」を目指し、各種事業に取り組んできました。 

令和 22 年（2040 年）に向けては、高齢者人口の増加に伴い、認知症高齢者の

増加も予測され、介護サービスへの需要はさらに増加・多様化する一方、生産年

齢人口の減少が予測されることから、高齢者及び介護を支える人的基盤の確保が

必要となります。 

また、医療・介護・住まい・生活支援・社会参加への支援などが必要な人は高

齢者に限られず、生活困窮者、独居者、障害者、ひとり親家庭や、これらの要素

が複合的に重なり合うケースが存在します。この様な様々なケースに対応するた

め、市町村における重層的支援体制整備事業等、制度・分野の枠や「支える側」

「支えられる側」という関係を超えた取組が求められています。 

第９期狭山市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（以下、本計画という）は、

令和６年度から令和８年度の３年間を計画期間とし、地域共生社会の実現を目指

すため、さらなる「地域包括ケアシステム」の深化・推進に向け、高齢者福祉施

策及び介護保険事業等について取り組むべき事項を定めたものであり、令和 22年

（2040 年）までを見据えた中長期的な視点を踏まえ、策定したものです。 
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２ 計画の法的根拠と位置付け 

（１）計画の法的根拠 

本計画は、老人福祉法第２０条の８第１項に基づく「市町村老人福祉計画」

及び介護保険法第１１７条第１項に基づく「市町村介護保険事業計画」を一体

のものとして策定したものです。 

 

■計画の法的根拠 

法令名 条項 内容 

老人福祉法 

（昭和３８年法律第１３３号） 

第２０条の８第１項 

「市町村老人福祉計画」 

市町村は、老人居宅生活支援事業

及び老人福祉施設による事業（以下

「老人福祉事業」という。）の供給

体制の確保に関する計画（以下「市

町村老人福祉計画」という。）を定

めるものとする。 

介護保険法 

（平成９年法律第１２３号） 

第１１７条第１項 

「市町村介護保険事業計画」 

市町村は、基本指針に即して、３

年を１期とする当該市町村が行う介

護保険事業に係る保険給付の円滑な

実施に関する計画（以下「市町村介

護保険事業計画」という。）を定め

るものとする。 

第１１７条第６項 

「市町村介護保険事業計画」 

市町村介護保険事業計画は、老人

福祉法第２０条の８第１項に規定す

る市町村老人福祉計画と一体のもの

として作成されなければならない。 
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（２）計画の位置付け 

本計画は、本市の高齢者福祉施策に関する総合的計画として、本市の特性を

踏まえるとともに、最上位計画である「狭山市総合計画」と整合・調和した計

画です。 

また、福祉部門の上位計画に「狭山市地域福祉計画」を位置付け、「狭山市障

害者福祉プラン」及び「健康日本２１狭山市計画・狭山市食育推進計画」等の

関連計画との整合を図り策定しました。 

さらに、「埼玉県高齢者支援計画」及び「埼玉県地域保健医療計画」との整合

を図り策定しました。 

 

■狭山市の計画体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

狭山市の計画体系 

狭山市総合計画 

「埼玉県高齢者支援計画」 

「埼玉県地域保健医療計画」 

 

 

 

 

狭山市地域福祉計画 

健
康
日
本

狭
山
市
計
画 

・
狭
山
市
食
育
推
進
計
画 

狭

山

市

障

害

者

福

祉

プ

ラ

ン 

狭
山
市
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画 

狭
山
市
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

そ
の
他
関
連
計
画 

21 
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３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。 

本計画は、３年ごとに見直しを行うことになっているため、次期計画（第 10期

計画）は令和８年度に計画の策定を行います。 

 

■計画の期間 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

       

 

 

第４次狭山市総合計画 

後期基本計画 
（令和３年度～令和７年度） 

狭山市高齢者福祉計画・介護保険事業計画 

第８期計画 

（令和３年度～令和５年度） 

第９期計画 
（令和６年度～令和８年度） 

第 10期計画 

（令和９年度～令和 11年度） 

見直し 見直し 

令和22年（2040年）までの中長期的な視点を踏まえて 

次期狭山市総合計画 
（令和８年度～） 
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４ 計画の策定体制 

（１）狭山市社会福祉審議会の開催 

社会福祉事業に従事する方や、保健福祉に関わる知識経験を有する方からな

る「狭山市社会福祉審議会」において、臨時会議の開催も含め、計画策定を議

題とする継続的な審議・検討を行いました。 

 

（２）アンケート調査の実施 

高齢者の健康状態や家族を含めた日常生活の状況及び福祉サービス等におけ

る利用状況等を把握し、今後の施策の改善及び展開、充実を図ることを目的に、

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下「ニーズ調査」という。）」及び

「在宅介護実態調査」を実施しました。 

 

（３）地域包括ケア「見える化」システムによる分析 

地域包括ケア「見える化」システムとは、都道府県・市町村における介護保

険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援するために、厚生労働省に

より第７期計画策定から新たに導入された介護・医療関連情報を共有（「見える

化」）するための情報システムです。介護保険に関連する情報等、さまざまな情

報が本システムに一元化されており、地域間比較等による現状分析から、本市

における課題抽出や将来推計による介護サービス見込量の算出を行いました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

本計画の素案を市民や高齢者福祉施策の関係者に広く公表し、素案に対する

意見を募集するために令和５年 12 月 22 日から令和６年１月 16 日の期間で、パ

ブリックコメントを実施しました。 

 

■計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見・意向 

埼 玉 県 

パブリックコメント 

アンケート調査等 

＜狭山市社会福祉審議会＞ 

狭山市 

（計画策定事務局） 

結果報告 

関係機関 

調整 
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５ 関連法令・制度の動向 

（１）第９期計画における国の基本指針の見直し 

国の社会保障審議会介護保険部会（令和５年７月 10 日）にて示された「第９

期介護保険事業（支援）計画の基本指針（大臣告示）のポイント（案）」及び

「第９期計画において記載を充実する事項（案）」を整理すると、以下のとおり

です。 

 

①  介護サービス基盤の計画的な整備  

ア 地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

○中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サー

ビス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じ

て介護サービス基盤を計画的に確保していく必要性  

○医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的か

つ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化の重要性  

○中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と

サービス基盤の整備の在り方を議論することの重要性  

イ 在宅サービスの充実 

○居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービ

スの整備を推進することの重要性  

○居宅要介護者の在宅生活を支える定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多

機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる

普及  

 

②  地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組  

ア 地域共生社会の実現 

○地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総

合事業の充実化について、第９期計画に集中的に取り組む重要性  

○地域リハビリテーション支援体制の構築の推進  

○認知症高齢者の家族やヤングケアラーを含む家族介護者支援の取組  

○地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備等  

○重層的支援体制整備事業などによる障害者福祉や児童福祉など他分野との連携促進  

○認知症施策推進大綱の中間評価を踏まえた施策の推進  

○高齢者虐待防止の一層の推進  

○介護現場の安全性の確保、リスクマネジメントの推進  

○地域共生社会の実現という観点からの住まいと生活の一体的支援の重要性  

イ デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるため

の医療・介護情報基盤を整備 
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○介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための情報基盤を整備  

○地域包括ケアシステムの構築状況を点検し、結果を第９期計画に反映。国の支援とし

て点検ツールを提供  

ウ 保険者機能の強化 

○保険者機能強化推進交付金等の実効性を高めるための評価指標等の見直しを踏まえた

取組の充実  

○給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化、介護給付費の不合理な地域

差の改善と給付 適正化の一体的な推進  

 

③ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上

の推進  

○ケアマネジメントの質の向上及び人材確保  

○ハラスメント対策を含めた働きやすい職場づくりに向けた取組の推進  

○外国人介護人材定着に向けた介護福祉士の国家資格取得支援等の学習環境の整備  

○介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策に総合的に取り組む重要性  

○介護の経営の協働化・大規模化により、サービスの品質を担保しつつ、人材や資源

を有効に活用  

〇文書負担軽減に向けた具体的な取組（標準様式例の使用の基本原則化、「電子申

請・届出システム」利用の原則化） 

○財務状況等の見える化  

○介護認定審査会の簡素化や認定事務の効率化に向けた取組の推進 

 

 

（２）認知症基本法の制定 

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知

症施策を総合的かつ計画的に推進するため、令和５年６月に「共生社会の実現

を推進するための認知症基本法」が成立しました。 

認知症基本法に示された基本的施策は以下のとおりです。 

 

○認知症の人に関する国民の理解の増進等 

○認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

○認知症の人の社会参加の機会の確保等 

○認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護  

○保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 

○相談体制の整備等 

○研究等の推進等  

○認知症の予防等 
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（３）重層的支援体制整備事業の創設 

令和３年６月に成立した改正社会福祉法において、新たに「重層的支援体制

整備事業」が創設されました。重層的支援体制整備事業は、市町村において、

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備す

るため、①属性を問わない相談支援、②参加支援、③地域づくりに向けた支援

を柱として、これら３つの支援を一層効果的・円滑に実施するために、④多機

関協働による支援、⑤アウトリーチ等を通じた継続的支援を新たな機能として

強化し、①から⑤までの事業を一体的に実施するものです。 

 

■重層的支援体制整備事業のイメージ 
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第１章  

高齢者を取り巻く現状と課題 
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第１章 高齢者を取り巻く現状と課題 

 

１ 狭山市の状況 

本市は埼玉県の南西部にあって、都心から約 40kmの距離に位置しており、都心

から比較的近い立地でありながら、豊かな自然が残り、利便性に優れた良好な生

活環境が広がるまちとして現在に至っています。 

昭和 40年代以降には工業団地や大規模な住宅団地の開発等が行われ、都市化が

急激に進行し、人口も急増しました。しかし、平成元年以降は人口の増加は緩や

かになり、平成６年６月の 163,647 人をピークに減少傾向にあり、総人口は令和

５年 10 月１日現在 148,982 人で、高齢化率 32.2％と高齢化が進行しています。 

今後は、高齢化率がさらに高まることが予測され、高齢者施策の一層の充実が

望まれています。 

 
 

■狭山市図 
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２ 人口の推移 

（１）総人口の推移 

住民基本台帳人口による本市の総人口は、令和５年 10 月 1 日現在で 148,982

人となっています。平成 28年から 4,294人（2.8％）減少しています。 

年齢別にみると、40歳未満及び 40～64歳は減少傾向、65歳以上の高齢者は増

加傾向となっており、高齢化率が令和５年時点で 32.2％まで上昇しています。 

 

■年齢区分別人口及び割合の推移 

 

 

出典：住民基本台帳人口（各年 10月 1 日現在） 

 

  

57,335 56,018 54,766 53,528 52,352 51,637 51,284 50,615

51,536 51,123 50,844 50,615 50,341 50,246 50,342 50,419

44,405 45,433 46,207 46,758 47,356 47,787 47,865 47,948

153,276 152,574 151,817 150,901 150,049 149,670 149,491 148,982

29.0 29.8 30.4 31.0 31.6 31.9 32.0 32.2

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

40歳未満 40～64歳 65歳以上 高齢人口割合

（人） （％）

市全体 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

総数 153,276 152,574 151,817 150,901 150,049 149,670 149,491 148,982

40歳未満 57,335 56,018 54,766 53,528 52,352 51,637 51,284 50,615

40～64歳 51,536 51,123 50,844 50,615 50,341 50,246 50,342 50,419

65歳以上 44,405 45,433 46,207 46,758 47,356 47,787 47,865 47,948

高齢人口割合 29.0 29.8 30.4 31.0 31.6 31.9 32.0 32.2
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（２）高齢者人口の推移 

本市の高齢者人口は令和５年 10月 1日現在で 47,948人となっています。平成

28年以降、一貫して増加していますが、その伸びは鈍化してきています。 

年齢別にみると、74 歳以下の前期高齢者は減少傾向、75 歳以上の後期高齢者

は増加傾向にあり、高齢者全体に占める割合も５割を超えています。 

 

■年齢別高齢者人口の推移 

 

出典：住民基本台帳人口（各年 10月 1 日現在） 

 

■前期・後期高齢者割合の推移 

 

出典：住民基本台帳人口より算出（各年 10月 1 日現在） 

 

25,700 25,361 24,867 24,075 23,828 23,619 22,334 20,980

14,150 15,264 16,253 17,282 17,657 17,792 18,798 19,820

4,555 4,808 5,087 5,401 5,871 6,376 6,733 7,148

44,405 45,433 46,207 46,758 47,356 47,787 47,865 47,948

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

65～74歳 75～84歳 85歳以上

（人）

57.9
55.8

53.8
51.5 50.3

49.4
46.7

43.8
42.1

44.2
46.2

48.5 49.7

50.6
53.3

56.2

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

前期高齢者 後期高齢者

（％）
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３ 世帯の状況 

（１）世帯数の推移 

国勢調査の結果から世帯数の推移をみると、本市の一般世帯数は一貫して増

加傾向にあり、令和２年時点で 63,702世帯となっています。 

１世帯あたり人員は、核家族化や一人暮らし世帯の増加等を背景に、平成 12

年の 2.8人から令和２年には 2.3人まで減少しています。 

 

■一般世帯数、1世帯あたり人員の推移 

 
出典：国勢調査（各年 10月 1日現在） 

※「一般世帯」とは、「施設等の世帯」以外の世帯をいう。 

 

 

 

 

  

56,925 58,891 60,963 61,938 63,702

2.8
2.7

2.6 2.5
2.3

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H12 H17 H22 H27 R2

一般世帯数 1世帯あたり人員

（人） （人）
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（２）高齢者のみの世帯の状況 

高齢者のみで構成される世帯数は年々増加し、令和２年には高齢者夫婦のみ

世帯が8,917世帯、高齢者単身世帯が 8,064世帯、計16,981世帯となっており、

全世帯に占める割合は 26.7％まで上昇しています。 

 

■高齢者夫婦のみ世帯・高齢者単身世帯・割合の推移 

 
 

 

出典：国勢調査（各年 10月 1日現在） 

※「高齢者夫婦のみ世帯」とは、夫 65歳以上、妻 65 歳以上の夫婦のみの世帯 

※「割合」は、一般世帯数に占める高齢者夫婦のみ世帯数・高齢者単身世帯数の割合 

 

 

 

2,618 3,928
5,848

8,017 8,9172,159

3,442

4,537

6,244
8,064

4,777

7,370

10,385

14,261

16,981

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H12 H17 H22 H27 R2

高齢者夫婦のみ世帯数 高齢者単身世帯数

（世帯）

H12 H17 H22 H27 R2

高齢者単身世帯割合 3.8% 5.8% 7.4% 10.1% 12.7%

高齢者夫婦のみ世帯割合 4.6% 6.7% 9.6% 12.9% 14.0%

計 8.4% 12.5% 17.0% 23.0% 26.7%
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４ 高齢者の状況 

（１）要支援・要介護認定者の状況 

要支援・要介護認定者数は一貫して増加しており、令和５年７月末現在で

7,818人となっています。 

第１号被保険者における認定率も上昇傾向にあり、令和５年７月末時点で

16.0％となっています。 

 

■要支援・要介護認定者数・認定率の推移 

 
単位：人 

 

出典：介護保険事業状況報告（各年 10月 1 日現在） 

※要支援・要介護認定者数には、第２号被保険者を含む（以下、同様） 

※要支援・要介護認定率＝第１号被保険者の要支援・要介護認定者数÷第１号被保険者数×100（以下、同様） 

 

  

713 686 655 734 797 951 1,138 1,276
608 586 604 577 551 544 586 635
1,608 1,654 1,670 1783 1,881 2,000 2,058 2,086
982 1,065 1,080 1063 1,047

1,061
1,063 1,083811 823 955 986 1,028

1,129
1,202 1,237

689 726 748 737 819
814

889
968

468 445 471 447 433
415

439
533

5,879 5,985 6,183 6,327 6,556
6,914

7,375
7,818

13.0 12.9 13.1 13.2 13.6
14.2

15.1
16.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

要支援1 要支援2 要介護1

要介護2 要介護3 要介護4

要介護5 第1号被保険者認定率

（人） （%）

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

44,258 45,289 46,073 46,644 47,209 47,591 47,703 47,890

要支援・要介護認定者数 5,879 5,985 6,183 6,327 6,556 6,914 7,375 7,818

第１号被保険者 5,733 5,820 6,028 6,172 6,402 6,754 7,206 7,656

第２号被保険者 146 165 155 155 154 160 169 162

13.0% 12.9% 13.1% 13.2% 13.6% 14.2% 15.1% 16.0%認定率

第1号被保険者数
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■要介護度別構成比の推移 

 
※第 2 号被保険者を含んだ認定者数の構成比 

出典：介護保険事業状況報告（各年 10月 1 日現在） 

 

 

認定率の推移を全国、埼玉県と比較すると、本市の認定率は全国、埼玉県よ

り低い水準で推移していますが、令和２年以降は、全国、埼玉県を上回る上昇

率となっています。 

 

■全国・埼玉県・狭山市の要介護認定率の推移 

 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（各年３月末現在） 

  

12.1 11.5 10.6 11.6 12.2 13.8 15.4 16.3

10.3 9.8 9.8 9.1 8.4 7.9 7.9 8.1

27.4 27.6 27.0 28.2 28.7 28.9 27.9 26.7

16.7 17.8 17.5 16.8 16.0 15.3 14.4 13.9

13.8 13.8 15.4 15.6 15.7 16.3 16.3 15.8

11.7 12.1 12.1 11.6 12.5 11.8 12.1 12.4

8.0 7.4 7.6 7.1 6.6 6.0 6.0 6.8

0

20

40
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80

100

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

（%）

17.9 18.0 18.0 18.3 18.4 18.7 18.9

14.3 14.4 14.6 15.0 15.4 15.8 16.2

13.1 12.9 12.6
13.1 13.2

13.8
14.6

10.0

12.0

14.0

16.0

18.0

20.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

全国 埼玉県 狭山市

（%）
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（２）認知症高齢者の状況 

認知症高齢者の推移をみると、令和元年まで増加傾向にあり、その後、一旦

減少に転じた後に再び増加し、令和４年には 3,500人、高齢者全体に占める割合

（出現率）は 7.3％となっています。 

 

■認知症高齢者数・出現率の推移 

 
出典：要支援・要介護認定情報（各年 10月 1 日現在） 

 

※認知症高齢者とは、要支援・要介護認定を受けている 65歳以上の人で、認知症高齢者の日常生活自立度がⅡa 以上の人 

※認知症高齢者出現率＝認知症高齢者数÷高齢者数（住民基本台帳人口） 

 

（参考）認知症高齢者の日常生活自立度 

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的
にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難
さが多少見られても、誰かが注意していれば自立できる。 

 

 Ⅱａ 
家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 

たびたび道に迷うとか、買い物や事務、金銭管理など
それまでできたことにミスが目立つ等 

 Ⅱｂ 
家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 

服薬管理ができない、電話の対応や訪問者との対応
などひとりで留守番ができない等 

Ⅲ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難
さがときどき見られ、介護を必要とする。 

 

 Ⅲａ 

日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

着替え、食事、排便・排尿が上手にできない・時間がか
かる、やたらに物 を口に入れる、物を拾い集める、徘
徊、失禁、大声・奇声を上げる、火の不 始末、不潔行
為、性的異常行為等 

 Ⅲｂ 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難
さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

M 著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身体疾患が見
られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状や精神
症状に起因する問 題行動が継続する状態等 

3,175
3,374 3,493 3,538 3,459 3,412 3,500

7.2
7.4 7.6 7.6 7.3 7.1 7.3
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0
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認知症高齢者数 出現率

（人） （％）
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（３）要介護認定者の有病状況 

要介護認定者における有病状況をみると、認定者数の増加に伴って有病者数

も増加しており、特に筋・骨格、心臓病で増加しています。 

有病割合の推移をみると、精神、脳疾患で割合が減少し、その他の疾病は概

ね横ばいで推移しています。 
 

■要介護認定者における有病者数の推移 

 
出典：国保データベース（ＫＤＢ） 

 

■要介護認定者における有病割合の推移 

 
出典：国保データベース（ＫＤＢ） 

 

■要介護認定者における有病割合の比較（H30～R４平均値） 

 
出典：国保データベース（ＫＤＢ）より算出 

  

1,457 1,399 1,486 1,594 1,639

3,791 3,695 3,895
4,247 4,304

1,581 1,500 1,583 1,616 1,588

3,142 3,128
3,372

3,715 3,723

2,409 2,370 2,460 2,601 2,599

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H30 R1 R2 R3 R4

糖尿病 心臓病 脳疾患 筋・骨疾患 精神

（人）

H30 R1 R2 R3 R4

糖尿病 23.1 22.6 21.4 22.0 22.1

心臓病 59.5 58.6 56.3 57.6 57.8

脳疾患 24.5 23.7 22.5 22.5 21.6

筋・骨疾患 50.1 49.7 48.1 50.2 50.1

精神 38.2 37.1 36.0 36.0 34.9

糖尿病 心臓病 脳疾患 筋・骨疾患 精神

狭山市 22.2 58.0 23.0 49.6 36.4

埼玉県 22.6 57.6 23.2 49.6 35.1

同規模 23.7 59.0 23.6 51.6 36.0

全　国 23.4 59.3 23.6 52.2 36.6
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５ 介護保険サービスの給付状況 

（１）受給者の状況 

要支援・要介護認定者数の増加に伴い、介護保険サービス受給者数は増加傾

向にあり、平成 28 年度から令和４年度までの６年間で 896 人（19.7％）増加し

ています。 

令和４年度の受給者数をサービス系統別にみると、在宅サービスが 3,708人で

全体の 68.0％を占めています。 

高齢者全体における受給者の割合（受給率）をサービス系統にみると、在宅

サービスで上昇傾向がみられ、居住系サービス及び施設サービスは概ね横ばい

で推移しています。 

 

■サービス系統別_受給者数の推移 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システム 

■サービス系統別_受給者数の推移 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システム 

※在宅サービスとは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、通所介護、通所リハビリテーション、短期入

所生活・療養介護、夜間対応型訪問介護看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居

宅介護、看護小規模多機能型居宅介護（地域密着型を含む） 

※居住系サービスとは、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護（地域密着型を含む） 

※施設サービスとは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設（地域密

着型を含む） 
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サービスごとの利用者数（年間）を計画値と比較すると、在宅サービスでは

「訪問看護」、「小規模多機能型居宅介護」等で計画値を上回り、「訪問リハビリ

テーション」、「短期入所療養介護」、「特定福祉用具販売」等で計画値を下回っ

ています。 

施設・居住系サービスでは、「介護医療院」で計画値を大きく下回っています。

また、「介護療養型医療施設」では転換時期により計画値との差が大きくなって

います。 

■在宅サービス 

 

■施設・居住系サービス 

 
  

令和３年 令和４年 令和３年 令和４年 令和３年 令和４年

訪問介護 人/年 9,888 10,476 9,811 9,967 99.2% 95.1%

訪問入浴介護 人/年 816 912 833 852 102.1% 93.4%

訪問看護 人/年 8,220 8,940 8,567 9,922 104.2% 111.0%

訪問リハビリテーション 人/年 2,244 2,508 1,842 1,680 82.1% 67.0%

居宅療養管理指導 人/年 12,216 13,140 12,408 13,078 101.6% 99.5%

通所介護 人/年 12,660 14,136 12,940 13,269 102.2% 93.9%

地域密着型通所介護 人/年 4,896 5,268 4,888 5,257 99.8% 99.8%

通所リハビリテーション 人/年 7,428 8,016 7,202 7,552 97.0% 94.2%

短期入所生活介護 人/年 4,284 4,536 3,884 4,233 90.7% 93.3%

短期入所療養介護（老健） 人/年 372 492 383 289 103.0% 58.7%

短期入所療養介護（病院等） 人/年 0 0 0 0 - -

短期入所療養介護（介護医療院） 人/年 0 0 0 0 - -

福祉用具貸与 人/年 27,024 29,304 26,867 29,017 99.4% 99.0%

特定福祉用具販売 人/年 624 720 472 445 75.6% 61.8%

住宅改修 人/年 540 648 517 536 95.7% 82.7%

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人/年 384 396 398 319 103.6% 80.6%

夜間対応型訪問介護 人/年 0 0 0 0 - -

認知症対応型通所介護 人/年 516 552 475 512 92.1% 92.8%

小規模多機能型居宅介護 人/年 300 324 296 475 98.7% 146.6%

看護小規模多機能型居宅介護 人/年 0 0 0 0 - -

介護予防支援・居宅介護支援 人/年 40,968 43,956 40,620 42,939 99.2% 97.7%

実績値 対計画比計画値

令和３年 令和４年 令和３年 令和４年 令和３年 令和４年

介護老人福祉施設 人/年 8,676 8,820 8,900 9,033 102.6% 102.4%

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人/年 348 348 336 335 96.6% 96.3%

介護老人保健施設 人/年 3,444 3,444 3,431 3,581 99.6% 104.0%

介護医療院 人/年 1,320 1,320 558 643 42.3% 48.7%

介護療養型医療施設 人/年 96 96 161 57 167.7% 59.4%

特定施設入居者生活介護 人/年 6,024 6,576 5,958 5,887 98.9% 89.5%

地域密着型特定施設入居者生活介護 人/年 0 0 0 0 - -

認知症対応型共同生活介護 人/年 960 996 915 1,084 95.3% 108.8%

計画値 実績値 対計画比
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（２）給付費の状況 

①総給付費の状況 

総給付費は年々増加しており、平成 28年度の約 76億円から令和４年度には約

97億円まで増加しています。 

令和４年度のサービス系統ごとの内訳をみると、在宅サービスが 47.0％、居

住系サービスが 14.0％、施設サービスが 39.0％となっています。 

■サービス系統別_給付費の推移 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システム 

※百万円未満を四捨五入して表記しているため、各サービスの合計と全体の数値が合わない場合があります。 

 

 

給付費の実績値を計画値と比較すると、施設サービス、居住系サービス、在

宅サービスを合わせた「総給付費」の対計画比は、令和３年度が 94.6％、令和

４年度が 92.7％となっています。 

 

（出典）地域包括ケア「見える化」システム 
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在宅サービス 居住系サービス 施設サービス

（百万円）

令和３年 令和４年 令和３年 令和４年 令和３年 令和４年

千円 9,850,832 10,441,881 9,319,457 9,682,064 94.6% 92.7%

在宅サービス 千円 4,090,048 4,131,655 3,667,125 3,771,816 89.7% 91.3%

居住系サービス 千円 1,335,255 1,448,734 1,301,456 1,359,122 97.5% 93.8%

施設サービス 千円 4,425,529 4,861,492 4,350,876 4,551,126 98.3% 93.6%

円 206,681 217,680 195,824 202,966 94.7% 93.2%

総給付費

第１号被保険者1人あたり給付費

対計画比計画値 実績値
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②被保険者一人あたり給付費 

被保険者一人あたり給付費の推移をみると、在宅サービス、施設・居住系サ

ービスともに増加傾向がみられますが、全国、埼玉県と比べると低い水準で推

移しています。 

■被保険者一人あたり給付費の推移 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システム 

※被保険者一人あたり給付費＝給付費の総額÷第１号被保険者数 

※１円未満を四捨五入して表記しているため、各サービスの合計と全体の数値が合わない場合があります。 

 

サービス系統別の被保険者一人あたり給付費を全国、埼玉県、県内他市と比

較すると、本市は施設・居住系サービス、在宅サービスともに低い水準となっ

ています。 

■在宅サービス・施設および居住系サービス別給付費の比較（令和４年度） 

 
出典：地域包括ケア「見える化」システム 
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６ 日常生活圏域の状況 

（１）日常生活圏域の区分 

日常生活圏域の設定方法は、地理的条件や人口規模、交通事情、介護給付等対象

サービス提供施設の整備状況などの社会的条件を勘案して決定します。そして、圏

域ごとに地域における総合相談の実施、介護予防の推進、包括的・継続的ケアマネ

ジメントの支援を担う中核機関である「地域包括支援センター」を設置しています。 

本市では、市内を８圏域に区分しています。 

 

■日常生活圏域区分 

日常生活圏域 大字（行政区）別 

１ 入間川・入間川東 
●沢 ●狭山 ●入間川１～４丁目 ●入間川 ●鵜ノ木 

●稲荷山１～２丁目 ●祇園 

２ 富士見・中央 ●入間川 ●中央１・２・４丁目 ●富士見１～２丁目 

３ 入曽 ●大字北入曽 ●大字南入曽 

４ 水野 ●大字水野 ●大字北入曽 ●大字南入曽 

５ 堀兼・奥富・新狭山 

●大字堀兼 ●大字上赤坂 ●大字中新田 ●大字青柳 

●大字加佐志 ●大字東三ツ木 ●大字上奥富 

●大字下奥富 ●大字柏原新田 ●新狭山１～３丁目 

６ 柏原 ●柏原  

７ 水富 

●大字上広瀬 ●広瀬台１～４丁目 

●大字下広瀬 ●広瀬１～３丁目 ●広瀬東１～４丁目 

●つつじ野 ●大字根岸 ●根岸１～２丁目 ●大字笹井 

●笹井１～３丁目 

８ 狭山台 ●中央３丁目 ●狭山台１～４丁目 

※住所が日常生活圏域境付近の場合は、上記の大字（行政区）別の記載と異なる場合があります。 

 

  



27 

（２）日常生活圏域の概況（地区カルテ） 

各日常生活圏域の特徴及び課題は次ページ以降のとおりです。 

 

■日常生活圏域図 
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富士見・中央圏域 
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入曽圏域 



28 

■入間川・入間川東圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 24,451 人 

高齢者人口（高齢化率） 6,114 人（25.0％） 

 65～74歳（割合） 2,942 人（48.1％） 

 75 歳以上（割合） 3,172 人（51.9％） 

  75～84歳（割合） 2,252 人（36.8％） 

  85 歳以上（割合） 920 人（15.0％） 

要介護認定者数（率） 1,038 人（16.6％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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低栄養

口腔機能

認知機能
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知的能動性

社会的役割

市全体 入間川・入間川東

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 25.4 26.6 ▲ 1.2 ▲4.9%

転倒 37.7 35.5 2.2 5.8%

閉じこもり 21.0 21.1 ▲ 0.1 ▲0.4%

低栄養 1.1 2.4 ▲ 1.3 ▲120.8%

口腔機能 30.8 26.6 4.2 13.6%

認知機能 56.5 44.3 12.2 21.6%

うつ 44.9 48.6 ▲ 3.7 ▲8.2%

IADL 8.3 13.1 ▲ 4.8 ▲57.2%

知的能動性 29.0 19.6 9.4 32.4%

社会的役割 48.9 38.5 10.4 21.3%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 
 

【集いの場・通いの場】 

 

 

入間川・入間川東圏域の特徴 

 

〇８圏域の中で２番目に人口が多く、最も高齢化率が低い地域で、高齢者人口のうち前期高齢者の

割合が最も高い地域です。 

〇要支援・要介護認定率が水野圏域に次いで２番目に高くなっています。 

〇閉じこもり傾向にある人の割合が低く抑えられていますが、知的能動性の低下リスク、口腔機能

の低下リスクがある人の割合が比較的高くなっています。 

〇自治会数、会員数が減少傾向にあります。 

〇市の中心部にあり、保健・医療・福祉施設や介護保険サービス事業所が多く立地しています。ま

た、外出の際に徒歩で移動する人の割合が高くなっています。（ニーズ調査） 

〇地域との関係について、お互いに干渉しないで最小限のつきあいとしたい人の割合が高くなって

います。（ニーズ調査） 

 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 42 43 43 42 43 43 41

定数 43 43 43 43 43 43 43

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 24 24 23 23 23 23 23

会員数 8,025 7,985 7,825 7,955 7,972 7,895 7,797

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 11 11 10 10 10 10 10

会員数 527 514 462 423 391 373 353

設置数

3

23
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病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

入間川地区 入間川茶べり場

入間川東地区 ー

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 ー

外出支援 〇

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 9

いきいき百歳体操 5

ノルディックウォーク 0
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■富士見・中央圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 19,315 人 

高齢者人口（高齢化率） 6,030 人（31.2％） 

 65～74歳（割合） 2,613 人（43.3％） 

 75 歳以上（割合） 3,417 人（56.7％） 

  75～84歳（割合） 2,546 人（42.2％） 

  85 歳以上（割合） 871 人（14.4％） 

要介護認定者数（率） 890 人（14.5％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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60.0

70.0

運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 富士見・中央

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 29.3 32.3 ▲ 3.0 ▲10.2%

転倒 40.0 40.5 ▲ 0.5 ▲1.3%

閉じこもり 24.8 17.7 7.1 28.7%

低栄養 2.1 0.9 1.2 56.5%

口腔機能 30.3 33.6 ▲ 3.3 ▲10.7%

認知機能 55.9 48.7 7.2 12.8%

うつ 49.3 50.0 ▲ 0.7 ▲1.4%

IADL 15.2 9.9 5.3 34.8%

知的能動性 25.9 18.5 7.4 28.5%

社会的役割 52.8 42.2 10.6 20.0%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

 

富士見・中央圏域の特徴 

 
〇要支援・要介護認定率はこれまで比較的低く抑えられてきましたが、令和３年以降は大きく上昇

しています。 

〇転倒リスクやＩＡＤＬの低下リスク、社会的役割の低下リスク、うつ傾向、口腔機能の低下リス

クのある人の割合が他の圏域と比べて高くなっています。 

○前回調査よりリスクありの人の割合が大きく上昇している項目が多くなっています。 

〇自治会に参加している人の割合が他の圏域と比べて低くなっています。（ニーズ調査） 

〇老人クラブが１クラブのみで会員数も少なくなっています。 

 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 28 27 27 27 27 27 26

定数 28 28 28 28 28 28 28

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 7 7 7 7 6 6 6

会員数 4,450 4,376 4,322 4,282 4,105 4,016 3,952

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 1 1 1 1 1 1 1

会員数 76 77 80 80 72 67 62

設置数

1

6

9

0

2

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

冨士見地区
おたがいさま♡ふじみ

（富士見地区地域福祉を考える会）

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 ー

外出支援 ー

見守り 〇

実施箇所数

ふれあいサロン 6

いきいき百歳体操 8

ノルディックウォーク 4
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■入曽圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 19,492 人 

高齢者人口（高齢化率） 6,828 人（35.0％） 

 65～74歳（割合） 2,809 人（41.1％） 

 75 歳以上（割合） 4,019 人（58.9％） 

  75～84歳（割合） 2,910 人（42.6％） 

  85 歳以上（割合） 1,109 人（16.2％） 

要介護認定者数（率） 960 人（13.8％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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0.0
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60.0

70.0

運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 入曽

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 27.6 28.0 ▲ 0.4 ▲1.4%

転倒 30.8 32.6 ▲ 1.8 ▲6.0%

閉じこもり 27.6 21.8 5.8 21.1%

低栄養 1.0 1.5 ▲ 0.5 ▲43.0%

口腔機能 28.7 29.5 ▲ 0.8 ▲2.9%

認知機能 58.0 43.4 14.6 25.2%

うつ 49.0 44.6 4.4 8.9%

IADL 10.5 10.2 0.3 2.8%

知的能動性 23.4 17.2 6.2 26.6%

社会的役割 50.3 38.5 11.8 23.5%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

入曽圏域の特徴 

 
〇８圏域の中で高齢化率が３番目に高く、後期高齢者の割合が３番目に高くなっており、高齢化が

進んでいる地域です。 

〇後期高齢者の割合が高い地域ですが、要支援・要介護認定率は８圏域の中で最も低く抑えられて

います。 

〇転倒リスクが他の圏域と比べて低く抑えられています。一方、閉じこもり傾向、うつ傾向、認知

機能の低下リスクのある人の割合が他の圏域と比べて高くなっています。 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 29 28 29 28 29 29 25

定数 29 29 29 29 29 29 29

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 12 12 12 12 12 12 12

会員数 6,265 6,177 6,108 6,062 6,015 5,997 5,961

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 3 3 3 3 3 3 3

会員数 214 227 218 208 188 172 152

設置数

0

9

10

1

1

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

入曽地区 いりそ支え合いたっち

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 〇

外出支援 ー

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 3

いきいき百歳体操 5

ノルディックウォーク 1
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■水野圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 14,879 人 

高齢者人口（高齢化率） 5,080 人（34.1％） 

 65～74歳（割合） 2,015 人（39.7％） 

 75 歳以上（割合） 3,065 人（60.3％） 

  75～84歳（割合） 2,178 人（42.9％） 

  85 歳以上（割合） 887 人（17.5％） 

要介護認定者数（率） 1,130 人（21.8％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 水野

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 31.3 30.9 0.4 1.1%

転倒 34.4 39.7 ▲ 5.3 ▲15.5%

閉じこもり 28.8 24.6 4.2 14.6%

低栄養 2.1 4.8 ▲ 2.7 ▲130.4%

口腔機能 28.5 32.0 ▲ 3.5 ▲12.4%

認知機能 58.3 54.0 4.3 7.4%

うつ 47.6 46.0 1.6 3.3%

IADL 10.1 11.0 ▲ 0.9 ▲9.2%

知的能動性 20.8 20.2 0.6 3.0%

社会的役割 46.5 37.5 9.0 19.4%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

 

 

水野圏域の特徴 

 
〇８圏域の中で高齢者人口に占める後期高齢者の割合が最も高く、85歳以上人口の割合も最も高

い地域です。 

〇要支援・要介護認定率が８圏域の中で最も高く 20％を超えていますが、令和５年には認定者数

が減少に転じ、認定率は横ばいとなっています。 

〇知的能動性の低下リスクや社会的役割の低下リスクのある人の割合が低く抑えられています。一

方、閉じこもり傾向や認知機能の低下リスクの割合が他の圏域と比べて高くなっています。 

〇介護予防のための通いの場に参加している人の割合が他の圏域に比べて高くなっています。（ニ

ーズ調査） 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 28 28 28 28 28 28 28

定数 28 28 28 28 28 28 28

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 11 11 11 11 11 11 11

会員数 4,893 4,829 4,818 4,792 4,771 4,735 4,683

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 4 4 4 3 3 3 3

会員数 358 352 342 255 226 217 214

設置数

3

7

4

0

1

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

入曽地区 いりそ支え合いたっち

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 〇

外出支援 ー

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 5

いきいき百歳体操 3

ノルディックウォーク 4
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■堀兼・奥富・新狭山圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 25,830 人 

高齢者人口（高齢化率） 7,750 人（30.0％） 

 65～74歳（割合） 3,583 人（46.2％） 

 75 歳以上（割合） 4,167 人（53.8％） 

  75～84歳（割合） 3,020 人（39.0％） 

  85 歳以上（割合） 1,147 人（14.8％） 

要介護認定者数（率） 1,191 人（15.1％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 堀兼・奥富・新狭山

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 29.1 23.7 5.4 18.5%

転倒 37.8 35.3 2.5 6.7%

閉じこもり 30.7 21.7 9.0 29.3%

低栄養 1.2 2.0 ▲ 0.8 ▲67.3%

口腔機能 25.1 25.4 ▲ 0.3 ▲1.2%

認知機能 55.0 38.7 16.3 29.6%

うつ 47.0 45.1 1.9 4.1%

IADL 15.5 9.5 6.0 38.9%

知的能動性 28.7 19.4 9.3 32.4%

社会的役割 50.6 39.0 11.6 22.9%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

 

堀兼・奥富・新狭山圏域の特徴 

 
〇８圏域の中で人口が最も多い地域で、高齢化率は２番目に低く、前期高齢者の割合が３番目に高

い地域です。 

〇認知機能の低下リスクや口腔機能の低下リスクのある人の割合が低く抑えられています。一方、

閉じこもり傾向、ＩＡＤＬの低下、知的能動性の低下リスクのある人の割合が他の圏域と比べて

高くなっています。 

〇民生委員・児童委員について、令和５年は定数 44人に対して 39人となっています。 

〇外出の際の移動手段として、路線バスや電車など公共交通を利用している人の割合が比較的低く

なっています。（ニーズ調査） 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 42 43 43 37 38 37 39

定数 44 44 44 44 44 44 44

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 29 29 29 29 29 29 29

会員数 8,691 8,268 8,139 8,044 7,971 7,893 7,849

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 8 8 8 6 7 7 7

会員数 407 392 377 261 273 257 248

設置数
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一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

堀兼地区 ー

奥富地区 奥富地区支え合いネットワーク会議

新狭山地区 ー

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 ー

外出支援 〇

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 2

いきいき百歳体操 4

ノルディックウォーク 2
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■柏原圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 11,452 人 

高齢者人口（高齢化率） 4,215 人（36.8％） 

 65～74歳（割合） 1,793 人（45.2％） 

 75 歳以上（割合） 2,422 人（57.5％） 

  75～84歳（割合） 1,823 人（43.3％） 

  85 歳以上（割合） 599 人（14.2％） 

要介護認定者数（率） 644 人（14.9％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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0.0
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40.0

50.0
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70.0

運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 柏原

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 22.4 28.1 ▲ 5.7 ▲25.2%

転倒 30.6 35.7 ▲ 5.1 ▲16.6%

閉じこもり 23.1 27.0 ▲ 3.9 ▲16.7%

低栄養 0.7 1.5 ▲ 0.8 ▲120.5%

口腔機能 26.9 27.0 ▲ 0.1 ▲0.5%

認知機能 55.1 42.3 12.8 23.2%

うつ 39.8 42.9 ▲ 3.1 ▲7.8%

IADL 10.2 10.7 ▲ 0.5 ▲4.9%

知的能動性 21.1 20.4 0.7 3.3%

社会的役割 45.2 39.8 5.4 12.0%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

柏原圏域の特徴 

 
〇比較的広い面積をカバーしていますが緑地も多いため、８圏域の中で人口が最も少なく、また、

高齢化率が２番目に高い地域です。 

〇要支援・要介護認定者数は令和４年から令和５年にかけて減少しています。 

〇うつ傾向や転倒リスク、社会的役割の低下リスク、低栄養リスクなど、多くの項目でリスクのあ

る人の割合が他の圏域と比べて低くなっています。 

〇保健・医療・福祉施設の立地が少ない地域です。 

〇家族や友人・知人以外の相談相手がいない人の割合が他の圏域と比べて高くなっています。（ニ

ーズ調査） 

 

 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 19 18 19 18 18 18 19

定数 19 19 19 19 19 19 19

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 8 8 8 8 8 8 8

会員数 3,755 3,722 3,658 3,622 3,559 3,540 3,464

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 4 4 4 3 3 3 3

会員数 332 318 292 247 233 233 229

設置数

0

5

5

1

1

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

柏原地区
きのえね坂の家

（社協柏原地域福祉支え合い推進委員会）

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 ー

外出支援 ー

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 2

いきいき百歳体操 3

ノルディックウォーク 0
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■水富圏域 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 21,452 人 

高齢者人口（高齢化率） 6,741 人（31.4％） 

 65～74歳（割合） 3,142 人（46.6％） 

 75 歳以上（割合） 3,599 人（53.4％） 

  75～84歳（割合） 2,703 人（40.1％） 

  85 歳以上（割合） 896 人（13.3％） 

要介護認定者数（率） 952 人（13.8％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 水富

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 26.5 25.2 1.3 5.0%

転倒 37.9 34.0 3.9 10.2%

閉じこもり 24.3 19.9 4.4 18.0%

低栄養 3.2 1.0 2.2 69.1%

口腔機能 23.3 28.1 ▲ 4.8 ▲20.6%

認知機能 57.3 48.0 9.3 16.2%

うつ 45.6 47.7 ▲ 2.1 ▲4.5%

IADL 12.6 11.1 1.5 12.1%

知的能動性 22.3 17.0 5.3 23.9%

社会的役割 46.6 34.6 12.0 25.8%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 
 

 

【第２層協議体】

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

 

水富圏域の特徴 

 
〇８圏域の中で３番目に人口が多く、高齢化率は４番目に低くなっています。高齢者人口に占める

前期高齢者の割合が 2番目に高い地域です。 

〇要支援・要介護認定率は最も低くなっています。 

〇リスク判定は、口腔機能の低下リスクのある人の割合が低く抑えられている一方、低栄養リスク

のある人の割合が他の圏域に比べて高くなっています。 

 

 

 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 29 29 30 30 30 30 30

定数 30 30 30 30 30 30 30

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 20 20 20 20 20 20 20

会員数 6,999 6,971 6,947 6,814 6,678 6,547 6,358

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 6 6 7 7 6 6 5

会員数 459 448 482 454 400 390 334

設置数

1

9

11

0

2

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

水富地区 まちの縁側推進プロジェクト水富

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 ー

外出支援 ー

見守り ー

実施箇所数

ふれあいサロン 4

いきいき百歳体操 5

ノルディックウォーク 0
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■狭山台圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【総人口・高齢化率の推移】 

 

【高齢者人口の推移】 

 

【要介護認定者数・認定率の推移】 

 

 

 

【基本情報】令和５年１０月１日現在 

総人口 12,111 人 

高齢者人口（高齢化率） 5,190 人（42.9％） 

 65～74歳（割合） 2,083 人（40.1％） 

 75 歳以上（割合） 3,107 人（59.9％） 

  75～84歳（割合） 2,388 人（46.0％） 

  85 歳以上（割合） 719 人（13.9％） 

要介護認定者数（率） 750 人（14.1％） 

※認定者数・率は R5.7.1現在 

 

【リスク分析】 

（市全体との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前回調査との比較） 
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運動器機能

転倒

閉じこもり

低栄養

口腔機能

認知機能

うつ

IADL

知的能動性

社会的役割

市全体 狭山台

今回

（R4）

前回

（R1）
増減P 増減率

運動器機能 24.7 20.0 4.7 18.9%

転倒 36.8 32.4 4.4 12.0%

閉じこもり 20.6 16.2 4.4 21.4%

低栄養 1.7 1.4 0.3 17.1%

口腔機能 29.7 23.8 5.9 19.9%

認知機能 59.8 41.9 17.9 29.9%

うつ 49.0 49.0 ▲ 0.0 ▲0.0%

IADL 7.4 7.6 ▲ 0.2 ▲2.3%

知的能動性 26.0 13.8 12.2 47.0%

社会的役割 52.7 35.7 17.0 32.3%

※市全体を 50 とした偏差値。数値が大きい方がリスクが高い。 

※増減 P、増減率がマイナス（▲）はリスクありが減少（改善）、 

プラスはリスクあり増加（悪化） 

※増減率が 20％以上に太字・網掛け 
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【民生委員・児童委員】 

 

【自治会】 

 

【老人クラブ】 

 

【保健・医療・福祉施設】 

 

【第２層協議体】 

 

 

【集いの場・通いの場】 

 

 

 

狭山台圏域の特徴 

〇８圏域の中で２番目に人口が少ない地域です。 

〇高齢化率は最も高く 40％を超えています。また、高齢者人口に占める後期高齢者の割合も２

番目に高く、高齢化が進んでいる地域です。 

〇要支援・要介護認定率は３番目に低く抑えられていますが、令和元年以降、年々上昇してい

ます。 

〇閉じこもり傾向やＩＡＤＬの低下リスクのある人の割合が低く抑えられていますが、認知機

能や社会的役割の低下リスク及びうつ傾向のある人の割合が他の圏域と比べて高くなってい

ます。 

〇住まいの形態が他の圏域と比べて一戸建ての割合が低く、集合住宅、公営住宅の割合が高く

なっています。（ニーズ調査） 

〇外出の際の移動手段として、電車や路線バス、徒歩の割合が高く、自動車（自分で運転、人

に乗せてもらう）の割合が低くなっています。（ニーズ調査） 

 

 

 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 22 22 22 21 21 22 22

定数 23 23 23 24 24 24 24

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

組織数 10 10 10 10 10 10 10

会員数 5,228 5,212 5,174 5,126 5,160 5,095 5,029

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

クラブ数 4 4 4 4 4 4 4

会員数 249 241 235 235 232 255 246

設置数

0

5

6

0

1

病院

一般診療所

歯科医院

老人福祉センター

公民館・集会所

施設

支部社協圏域 協議体の名称

狭山台地区
みま～も♡狭山台

（狭山台ささえあいの会）

活動状況 実施の有無

居場所づくり 〇

介護予防 〇

生活支援 〇

外出支援 ー

見守り 〇

実施箇所数

ふれあいサロン 9

いきいき百歳体操 2

ノルディックウォーク 1
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７ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査 

（１）調査の概要 

本調査は、高齢者の日常生活の状況、心身の状態、介護予防に対する意識、

在宅介護の状況、福祉・介護保険事業に関する意見などを伺い、計画策定の基

礎資料として活用するために実施しました。 

 介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
在宅介護実態調査 

調査対象 要支援認定者及び一般高齢者 
在宅で要介護認定を受けている高齢者とその

介護者 

調査期間 令和４年 12月 23日～令和 5年２月２日 令和４年 11月 21日～令和 5年２月 28日 

調査方法 郵送配付、郵送回収 認定調査員による訪問調査 

調査対象者数 
配付：3,000票  回収：2,290票 

 （回収率 76.3％） 
315票 

 

 

（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査の結果概要 

①リスク判定 

各設問の回答結果から各機能のリスクを判定しています。「リスクあり」と判

定する基準は以下のとおりです。 

前回調査と比べると、認知症リスクや社会的役割、知的能動性において、リ

スクありと判定された人の割合が増加しています。 
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②介護予防への取組状況 

介護予防への取組状況について、「意識して取り組んでいる」が 46.2％で最も

高くなっていますが、前回調査と比べて 9.0 ポイント減少しています。次いで

「興味はあるが、具体的な取り組み方がわからない」、「きっかけがあれば取り

組みたい」が続いています。 

 

 

 

③地域との関係について 

地域との関係に対する考え方について、「いざというときだけ助けあえるよう、

ある程度のかかわりをもっておきたい」が 38.9％、「お互いに干渉しないで、必

要最小限のつきあいとしたい」が 35.5％となっています。 

前回調査と比べて大きな変化はありませんでした。 
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今回(n=2,290) 前回(n=2,220)

（％）

11.9

11.9

38.9

39.5

35.5

35.6

6.9

6.2

6.9

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回(n=2,290)

前回(n=2,220)

お互いに緊密なかかわりをもち、支えあえる関係をもちたい

いざというときだけ助けあえるよう、ある程度のかかわりをもっておきたい

お互いに干渉しないで、必要最小限のつきあいとしたい

かかわりあいをもたないで、自分なりに生活していきたい

無回答

問1-3 要支援・要介護度
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④ボランティア活動を始めるきっかけのための支援 

一人暮らしの高齢者に対してボランティア活動を始めるきっかけとして、あ

るとよい支援について、「情報提供（ボランティア団体や活動内容等）」が

51.8％で最も高く、次いで「ボランティア活動のための講座」、「公的機関から

のボランティア登録証等」が続いています。 

 

 

 

⑤新型コロナウイルス感染拡大の影響 

コロナ禍の前と比べた変化について、「外出の機会」で 47.6％、「友人・知人

と会う機会」で 48.7％の人が「回数が減って、今も減ったまま」と回答してい

ます。「地域活動への参加」については、「あまり変わらない」が 35.9％で最も

高く、次いで「回数が減って、今も減ったまま」が 29.7％となっています。 

 

 

  

51.8

24.2

13.5

5.9

7.8

21.8

0.0 20.0 40.0 60.0

情報提供(ボランティア団体や活動内容等)

ボランティア活動のための講座

公的機関からのボランティア登録証等

ボランティアポイント

その他

無回答
（％）

47.6

29.7

48.7

21.9

12.0

17.2

27.3

35.9

26.3

1.6

14.8

4.7

1.5

7.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①外出の機会

②地域活動への参加

③友人・知人と会う機会

回数が減って、今も減ったまま

一時期、回数が減ったが、今は戻ってきた

あまり変わらない

その他

無回答
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（３）在宅介護実態調査の結果概要 

①家族・親族による介護の頻度 

家族や親族による介護の頻度について、「ほぼ毎日ある」が 58.4％で約 6 割を

占めています。前回調査と比べると、週に２回以下の割合が増加しています。 

 

 

 

②主な介護者の年齢 

主な介護者の年齢は、「50 代」が 24.9％で最も高く、次いで「60 代」、「70 代」

と続いており、60代以上で約６割となっています。前回調査と比べて 40代と 80

歳以上の割合が増加しています。 

 

 

  

12.7

11.0

10.8

7.9

13.3

10.7

4.1

5.5

58.4

61.8

0.6

3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（n=315）

前回（n=419）

ない

家族・親族の介護はあるが、週に1日よりも少ない

週に1～2日ある

週に3～4日ある

ほぼ毎日ある

無回答

0.0

0.4

1.5

7.7

24.9

22.0

22.0

14.7

6.6

0.4

0.0

0.3

0.8

6.7

27.2

24.2

25.8

13.1

0.6

1.4

0.0 10.0 20.0 30.0

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

今回（n=315）

前回（n=419）

（％）
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③主な介護者が不安に感じる介護等 

現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護等について、要支援１・２

では「外出の付き添い、送迎等」、要介護１・２では「認知症状への対応」、要

介護３以上では「入浴・洗身」の割合がそれぞれ最も高くなっています。 

 

 

  

6.6%

8.2%

3.3%

11.5%

0.0%

3.3%

9.8%

26.2%

4.9%

8.2%

1.6%

21.3%

24.6%

8.2%

6.6%

9.8%

19.7%

15.8%

19.9%

4.1%

16.4%

5.5%

6.8%

11.6%

24.0%

18.5%

28.1%

4.1%

18.5%

24.0%

16.4%

6.2%

5.5%

7.5%

32.0%

26.0%

4.0%

34.0%

8.0%

16.0%

14.0%

16.0%

8.0%

20.0%

4.0%

14.0%

10.0%

12.0%

4.0%

8.0%

4.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=61)

要介護１・２(n=146)

要介護３以上(n=50)
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④在宅生活の継続に必要な支援・サービス 

在宅生活を継続していくために必要な支援・サービスについて、単身世帯で

は「掃除・洗濯」、「買い物（宅配は含まない）」、「ゴミ出し」等の割合が高く、

夫婦のみ世帯、その他の世帯では、「移送サービス」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

19.0%

20.3%

31.6%

29.1%

26.6%

19.0%

11.4%

13.9%

3.8%

2.5%

26.6%

10.6%

12.8%

13.8%

6.4%

7.4%

9.6%

23.4%

12.8%

7.4%

7.4%

40.4%

6.6%

8.0%

10.9%

7.3%

4.4%

19.7%

24.8%

5.8%

6.6%

6.6%

46.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉    等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

単身世帯(n=79)

夫婦のみ世帯(n=94)

その他(n=137)
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８ 第８期計画の進捗状況・評価 

（１）目的 

本計画の策定にあたり、第８期計画に掲げられている施策・事業の取組状況

やその成果、推進上の課題、今後の方向性について点検・評価し、より効果的

かつ実効性のある計画とすることを目的として実施しました。 

 

（２）評価方法 

第８期計画に掲げられている各施策・事業について、それぞれの所管課にお

いて「取組状況と課題」及び「第９期の方向性」を自己評価しています。 

各項目について、（３）の基準により評価を選択し、具体的な内容を記載して

います。 

 

（３）評価基準 

各項目の評価基準は以下のとおりです。 

■取組状況の評価 

S 計画以上の取組を実施した（100％以上） 

A ほぼ計画通りに実施した（80～100％程度） 

B ある程度計画どおりに実施した（50～80％程度） 

C あまり計画どおりに実施できなかった（20～50％程度） 

D ほとんど実施できなかった（0～20％程度） 

■第９期の方向性 

維持 今後も取組を維持していく 

改善 今後は取組の方法を見直していく 

拡大 今後は取組を拡大していく（量・範囲等） 

縮小 今後は取組を縮小していく（量・範囲等） 

終了 施策・事業は終了する 
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基本目標１ 生きがいづくりと社会参加の促進 

コロナ禍の中、令和３年度においては、地域における様々な活動や各種講座

等が自粛されましたが、令和４年度から徐々に再開しています。活動を担う人

材の確保と合わせ、停滞してきた活動の活性化を支援していくことが課題とな

っています。 

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）学びと交流の促進 ４ － ２ ２ － － １ ３ － － － 

（２）自主的な活動の促進 ２ － － １ １ － １ １ － － － 

（３）社会参加の促進 ５ － １ ３ １ － ４ １ － － － 

 

基本目標２ 健康づくりと介護予防・重度化防止の推進 

「いきいき百歳体操」や狭山市オリジナルの「すこやか体操」の普及など、

高齢者の主体的な健康づくりや地域における介護予防活動を支援しています。

令和４年度からは地域の健康課題を踏まえた「高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施」に取り組んでいます。活動数の少ない地域への普及促進や事業拡

大に向けた人員確保等が課題となっています。 

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）健康づくりの推進 ５ － ３ － ２ － ３ １ － １ － 

（２）介護予防・重度化防

止の推進 
８ － １ ３ ４ － ３ ４ １ － － 

 

基本目標３ 相談支援体制と支え合い活動の充実 

地域包括支援センターを中核として、抱えている課題の複雑化・複合化に対

応するための重層的支援体制を令和４年度に整備しました。また、令和６年４

月の水富地域包括支援センターの設置に向け、準備を進めました。地域の課題

解決を検討することを目的とした第２層の協議体については、狭山市社会福祉

協議会に 10 ある支部圏域のうち７圏域で組織されており、残り３圏域での立ち

上げを推進していく必要があります。 

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）相談支援体制の充実 ５ － － ２ ３ － ３ １ － － １ 

（２）支え合い活動の充実 ４ － － ２ ２ － ２ ２ － － － 
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基本目標４ 認知症施策の充実 

認知症サポーター養成講座、オレンジカフェ等の取組が、コロナ禍で一時休

止していたケースもありましたが、徐々に再開しています。今後はより関心を

持ってもらえるよう啓発し、参加促進を図るとともに、主体的な活動の活性化

を支援していく必要があります。併せて、認知症地域支援推進員の体制強化や

認知症初期集中支援チームの周知等を図っていく必要があります。 

  

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）認知症ケアの推進 ５ － ３ １ １ － ４ － １ － － 

（２）認知症と共生する地

域づくり 
８ － － ３ ５ － ２ ２ ４ － － 

 

基本目標５ 医療と介護の連携の充実 

定期的に在宅医療・介護連携会議を開催し、様々な課題についての対応策を

協議しています。令和２年度に作成した入退院時連携ガイドラインを関係機関

に配布しており、その周知・活用を推進していく必要があります。また、「人生

会議」に関する周知など、市民向けの普及啓発を行っています。 

 

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）在宅医療・介護連携

の推進 
４ － ３ １ － － ４ － － － － 

 

基本目標６ 安全・安心な生活環境の整備 

高齢者の見守りと虐待防止対策として要援護高齢者等支援ネットワークを構

築しており、その維持により早期発見につなげていく必要があります。また、

虐待防止に向けた意識啓発を図るため、出前講座やチラシの配布を行っていま

す。権利擁護では、さやま成年後見センターにおいて成年後見制度に関する相

談を受け付けており、令和３年度から地域連携ネットワークにおける中核機関

として運営しています。そのほか、災害時の避難行動支援に関するアンケート

調査の実施、埼玉県社会福祉士会の協力のもと、住宅確保の支援を必要とする

方を対象とした「賃貸住宅等入居相談会」の開催、バリアフリー法等に基づく

高齢者等に優しいまちづくりの実現に向けた生活環境の整備等を推進していま

す。 
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項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）安定した居住の推進 ６ － ５ １ － － ５ － １ － － 

（２）高齢者虐待の防止 ４ － ４ － － － ４ － － － － 

（３）権利擁護の充実 ６ － ５ １ － － ５ １ － － － 

（４）防災・防犯体制の充実及

び感染症に対する備え 
５ － １ ３ １ － ４ １ － － － 

（５）高齢者等に優しいま

ちづくり 
１ － １ － － － １ － － － － 

（６）情報提供・広報の充 

   実 
１ － － １ － － １ － － － － 

 

基本目標７ 福祉サービス・介護保険サービスの充実 

一人暮らし高齢者向けサービスとして緊急通報サービスを実施しており、

年々設置件数は増加しています。日常生活用具の給付は令和３年度末をもって

廃止しています。介護する家族を支援するための取組として、要介護高齢者介

護手当を支給しています。介護保険サービスの充実としては、小規模多機能型

居宅介護事業所及び認知症対応型共同生活介護事業所を計画通り整備しました

が、看護小規模多機能型居宅介護事業所は未整備となっています。介護人材不

足が顕在化してきており、その確保に向けた効果的な取組を検討、推進してい

く必要があります。 

 

項目 
「取組と内

容」の数 

評価の内訳 方向性の内訳 

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 維持 改善 拡大 縮小 終了 

（１）福祉サービスの充実 ５ － ４ － １ － ３ １ １ － － 

（２）老人福祉施設の有効

活用 
３ － ２ １ － － ２ － １ － － 

（３）居宅サービスの推進 ３ － － １ － ２ ３ －  － － 

（４）施設サービスの充実 １ － １ － －  － － １ － － 

（５）地域密着型サービス

の推進 
２ － １ － － １ － － － － ２ 

（６）介護給付費等の見込

み 
－ － － － － － － － － － － 

（７）地域支援事業の推進 10 － － ６ ２ ２ ８ ２ － － － 

（８）経済的負担の軽減 ３ － ３ － － － ３ － － － － 

（９）給付の適正化とサー

ビスの質の向上 
10 － １ ３ １ ５ ７ ３ － － － 

（10）介護人材の確保に向

けた支援 
５ － － ４ － １ ４ － － － １ 
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９ 現状を踏まえた主要課題 

本市の現状等を踏まえた主要な課題は、以下のとおりです。 

 

（１）介護予防・生きがいづくりの推進 

ニーズ調査の結果をみると、介護予防に意識して取り組んでいる人の割合が

減少しています。また、コロナ禍の影響等により、地域における各種イベント

や交流活動等の自粛が続く中、知的能動性や社会的役割の低下リスクがある人

の割合が増加しています。 

高齢者が地域の中で心身ともにいきいきと暮らしていくことができるよう、

介護予防・生活習慣改善に向けた意識の醸成を図りつつ、主体的な健康づく

り・介護予防活動の活性化を支援するとともに、各種活動の再開・活性化支援

に力を入れていく必要があります。 

 

（２）高齢者自身が支え手となるための仕組みづくり 

社会経済活動の主な担い手である生産年齢人口が減少し、高齢者人口の増加

が続いています。今後は、高齢者数も減少に転じるものの、高齢化率は上昇し

続けると見込まれることから、高齢者自身が支え手として活躍する地域づくり

が求められます。一方で、自治会やボランティア団体では会員数が減少し、担

い手不足が課題となっています。ニーズ調査の結果から、約３割の人がコロナ

禍により地域活動への参加機会が減り、今も減ったままと回答しています。ま

た、ボランティア活動を始めるきっかけとして必要な支援として「情報提供」

の割合が最も高くなっています。 

こうしたことから、地域団体やボランティア団体等の活動を支援するととも

に、各団体の活動状況等を周知するなど、高齢者が地域において積極的に活動

に参加することができる環境づくりを進めていく必要があります。 

 

（３）高齢者の孤独・孤立の防止 

人口減少が進む中、世帯数は増加傾向にあり、中でも高齢者夫婦のみ世帯や

高齢者の一人暮らし世帯が大きく増加しています。ニーズ調査の結果から、コ

ロナ禍において、外出機会や友人・知人と会う機会が減少し、今も減ったまま

と回答した人は約５割となっており、高齢者の孤独・孤立が進んでいくことが

懸念されます。 

誰もが取り残されることなく、地域の中でつながりをもって暮らしてくこと

ができるよう、地域全体での見守り、声かけが行われる体制の強化や地域の中

の居場所としての集いの場・通いの場の充実及び参加促進を図っていく必要が

あります。 
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（４）外出支援の充実と移動手段の確保 

在宅介護実態調査の結果をみると、主な介護者が不安に感じる介護等につい

て「外出の付き添い、送迎等」が最も高くなっており、特に要介護２以下の高

齢者を介護している人でその割合が高くなっています。また、在宅生活の継続

に必要な支援として「移送サービス」の割合が最も高くなっています。ニーズ

調査では、運転免許証を返納するために重要なこととして「公共交通機関の割

引・無償化」と「公共交通機関の整備・充実」が上位に来ています。 

高齢者が安心して外出でき、また、介護者の負担軽減を図るためにも、外出

支援の充実や地域の実情に応じた利用しやすい公共交通の充実を図るとともに、

住民相互による移動サービスの仕組みづくりを検討していく必要があります。 

 

（５）認知症施策の強化と権利擁護の推進 

要介護認定において認知症の日常生活自立度がⅡ以上とされた人の数はこれ

まで増加傾向にあり、今後も後期高齢者の増加に伴い、認知症高齢者が増加し

ていくものと見込まれます。一方で、コロナ禍の影響等もあり、認知症サポー

ター養成講座の受講者数は減少しています。また、ニーズ調査の結果では、認

知症等で判断が難しくなったときに、成年後見制度を利用したいと回答した人

は１割強にとどまっています。 

こうしたことから、認知症予防に向けた取組の一層の推進を図るとともに、

認知症になっても安心して暮らしていくことができるよう、地域全体で認知症

を理解し、見守り支えていく地域づくりに力を入れていく必要があります。併

せて、成年後見制度について周知し、利用を促進していくことも重要です。 

 

（６）介護ニーズ拡大への対応 

高齢者人口の増加に伴い、要支援・要介護認定者数は増加し続けており、認

定率も上昇しています。高齢者数が減少に転じた後も、後期高齢者数の増加に

伴って認定者数は増加するものと見込まれます。また、介護する家族において

も高齢化が進み、高齢者のみの世帯の増加も相まって老々介護も増えてきてい

ます。 

また、医療と介護の双方を必要とする高齢者の増加を見据え、医療と介護を

効率的かつ効果的に提供する体制の確保・連携強化を図るとともに、様々な予

防事業を重点施策に位置付けて、積極的に取り組んでいく必要があります。 

必要な人が必要な支援・サービスを受けることができるよう、ニーズに応じ

た介護保険サービス基盤の計画的な整備と併せて、安定的なサービス提供に向

けた事業所への支援の充実と介護人材の確保に取り組んでいく必要があります。

また、介護する家族の精神的、経済的負担の軽減を図るための取組の充実も必

要です。 
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第２章 

計画の基本的な考え方 
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第２章 計画の基本的な考え方 
 

 

１ 高齢者福祉の将来像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の将来のまちづくりの基本を定める第４次狭山市総合計画において、健

康福祉の基本理念を「だれもが幸せに生き生きと暮らせるまちづくり」と定め

ています。 

また、高齢者一人ひとりが、いつまでも元気で安心して暮らしていくために

は、住み慣れた地域で、さまざまな人たちと協力し合い、互いに支え合うこと

が必要です。 

第８期計画期間中は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大が、心身の健康

のみならず、様々な地域活動や人々の交流にも大きな影響を与えており、人と

人とのつながりがあり、こころもからだも健やかに過ごせることの重要性を改

めて認識させられています。 

こうした背景を踏まえ、本計画が目指す将来像を「高齢者一人ひとりが住み

慣れた地域で、互いにつながり支え合い、いきいきと安心して生活できるまち」

とし、計画に掲げる施策・事業の着実な推進により、その実現を目指します。 

 

 

本計画における将来像 

高齢者一人ひとりが住み慣れた地域で、 

互いにつながり支え合い、 

いきいきと安心して生活できるまち 
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２ 狭山市の高齢者に係る将来動向 

（１）総人口及び年齢区分別人口 

狭山市の総人口は減少傾向が続き、計画最終年度の令和８年度は 146,551人、

令和 22年度には 128,686人になると推計されます。 

年齢区分ごとにみると、40歳未満及び 40～64歳人口は減少傾向、65歳以上も

令和６年度をピークに減少に転じますが、団塊ジュニア世代が高齢者となる令

和 22年度には再び増加すると推計されます。 

全体に占める高齢者の割合（高齢化率）は上昇し続け、令和８年度で 32.7％、

令和 22年度には 37.2％まで上昇するものと見込まれます。 

 

■総人口及び高齢化率の推計 

 
出典：Ｒ５は住民基本台帳人口（10 月 1 日現在）、Ｒ６以降はコーホート変化率法による推計 

 

■年齢区分別人口割合の推計 

 

出典：Ｒ５は住民基本台帳人口（10 月 1 日現在）、Ｒ６以降はコーホート変化率法による推計  
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（２）高齢者人口 

高齢者人口の推計結果を年齢区分別にみると、65～74 歳の前期高齢者数は令

和 12年度まで減少し続け、その後は再び増加すると推計されます。 

75～84 歳人口は令和８年度までは増加し、その後は減少していくものと推計

されます。 

85歳以上の人口は今後も増加し続け、特に団塊世代が 85歳以上となる令和 17

年度にピークを迎えますが、その後は減少に転じると推計されます。 

 

■高齢者人口の推計 

 
出典：Ｒ５は住民基本台帳人口（10 月 1 日現在）、Ｒ６以降はコーホート変化率法による推計 

 

■年齢区分別高齢者人口割合の推計 

 

 
出典：Ｒ５は住民基本台帳人口（10 月 1 日現在）、Ｒ６以降はコーホート変化率法による推計 

  

20,980 19,787 18,664 17,651 16,644 18,283 21,411

19,820 20,752 21,300 21,460
19,787 15,418

13,812

7,148 7,599 8,173 8,838 11,095 13,444 12,601

47,948 48,138 48,137 47,949 47,526 47,145 47,824

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22

65～74歳 75～84歳 85歳以上

（人）
実績 推計

43.8%

41.1%
38.8% 36.8% 35.0%

38.8%

44.8%

41.3%

43.1% 44.2% 44.8%
41.6%

32.7% 28.9%

14.9% 15.8% 17.0% 18.4%
23.3%

28.5%
26.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

R5 R6 R7 R8 R12 R17 R22

65～74歳 75～84歳 85歳以上

実績 推計



62 

（３）要支援・要介護認定者数の推計 

高齢者全体の人口は減少しますが、認定率の高い 85 歳以上人口の増加に伴い

認定率が上昇し、令和 17 年度までは認定者数は増加していくものと推計されま

す。 

令和 22 年度は、高齢者数は増加に転じるものの、85 歳以上人口が減少すると

見込まれることから、認定率が低下し、認定者数は減少に転じると推計されま

す。 

 

■要支援・要介護認定者数及び認定率の推計 

 

出典：Ｒ５は介護保険事業状況報告月報（9月末現在）、Ｒ６以降は地域包括ケア「見える化」システムによる推計 

 

 

■年代別認定者数及び認定率の推計                    単位：人 
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認定率 15.1% 15.4% 15.3% 15.2% 16.6% 16.6% 15.7%

認定者数 3,721 3,970 4,296 4,695 5,924 7,327 7,203

認定率 52.1% 52.2% 52.6% 53.1% 53.4% 54.5% 57.2%
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■要介護度別認定者数の推計 

 

※第２号被保険者における認定者を含む 

出典：Ｒ５は介護保険事業状況報告月報（9月末現在）、Ｒ６以降は地域包括ケア「見える化」システムによる推計 
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３ 基本方針 

将来像の実現に向け、次の３つを計画の基本方針に掲げます。 

 

（１）生きがいとつながりのあるまち～高齢者の生活の充実～ 

歳を重ねてもできるだけ健やかに、生きがいをもっていきいきと暮らし続け

られるよう、高齢者が豊かな経験、知識を活かし、地域社会に参加し、貢献で

きる地域づくりを推進します。また、誰もが地域社会とつながり、居場所のあ

る地域づくりを推進します。 

 

 

（２）住み慣れた地域で安心して暮らせるまち～地域包括ケアの推進～ 

高齢者がどのような状態になっても自分らしい生活を続けることができるよ

う、地域全体で高齢者を見守り、支え合う地域社会づくりを推進するとともに、

医療・介護・予防・住まい・生活支援サービスが一体的に提供される体制づく

り、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が世代や分野を

超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく地域共生社会の実現を推進します。 

 

 

（３）介護サービスの充実したまち～サービス基盤の整備～ 

必要な人が介護サービスを適切に受けられるよう、ニーズに応じた基盤整備

を計画的に推進するとともに、介護事業所が安定的・継続的にサービスを提供

できるための環境づくりを推進します。また、健全な介護保険事業を運営する

ために、適正な利用を促進するとともに、ＰＤＣＡサイクルを活用した事業の

管理・運営を推進します。 
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４ 基本目標 

基本方針に沿い、主要課題に対応すべく、以下のとおり基本目標を設定し、各

種施策を推進します。 

 

基本目標１ 生きがいづくりと社会参加の促進 

 

基本目標２ 健康づくりと介護予防・重度化防止の推進 

 

基本目標３ 見守り・支え合い活動の充実 

 

基本目標４ 包括的支援体制の強化 

 

基本目標５ 認知症施策・権利擁護の推進 

 

基本目標６ 在宅生活継続支援の充実 

 

基本目標７ 安全・安心な生活環境の整備 

 

基本目標８ 介護保険サービスの充実 

 

基本目標９ 持続可能な介護保険制度の運営 
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５ 施策の体系 

（１）施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

住み慣れた地域で 

安心して暮らせるまち 

～地域包括ケアの推進～ 

介護サービスの 

充実したまち 

～サービス基盤の整備～ 

生きがいとつながり 

のあるまち 

～高齢者の生活の充実～ 
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将来像 基本方針 基本目標 

１ 生きがいづくりと社会参加の促進 

２ 健康づくりと介護予防・重度化防止の推進 

３ 見守り・支え合い活動の充実 

４ 包括的支援体制の強化 

５ 認知症施策・権利擁護の推進 

６ 在宅生活継続支援の充実 

７ 安全・安心な生活環境の整備 

８ 介護保険サービスの充実 

９ 持続可能な介護保険制度の運営 
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（１）学びと交流の促進 

（２）地域活動・社会参加の促進 

（１）健康づくりの推進 

（２）介護予防・重度化防止の推進 

（１）見守り活動の充実 

（２）ボランティア活動の促進 

（３）地域活動団体等の活動支援 

（１）地域包括支援センターの充実 

（２）地域ケア会議の推進 

（３）生活支援体制の整備・充実 

（４）重層的支援体制の推進 

（１）認知症予防・ケアの推進 

（２）認知症と共生する地域づくり 

（３）成年後見制度の利用促進 

（４）高齢者虐待防止対策の推進 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

（２）家族介護支援の充実 

（３）生活支援サービスの充実 

（１）安定した居住の推進 

（２）移動・外出支援の充実と交通手段の確保 

（３）防災・防犯体制の充実及び感染症に対する備え 

（４）高齢者等に優しいまちづくり 

（１）居宅サービスの推進 

（２）施設サービスの充実 

（３）地域密着型サービスの推進 

（４）経済的負担の軽減 

（５）情報提供・広報の充実 

 

（１）介護サービス提供事業所運営支援の充実 

（２）介護人材の確保・定着に向けた支援 

（３）給付の適正化とサービスの質の向上 

（４）介護給付費等の見込み 

（５）介護保険料の設定 

施 策 
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（２）ＳＤＧｓとのつながり 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、グローバルな課題の解決に向けて各国

が取り組むものですが、それを達成するには自治体レベルでの取組が不可欠で

す。本計画における高齢者福祉の将来像や基本方針のもと、施策を推進するこ

とは、ＳＤＧｓが定めるゴールへとつながっていきます。 

 

■本計画に関連するＳＤＧｓのゴール 

 

 

 

 

・ゴール １ 貧困をなくそう 
・ゴール ３ すべての人に健康と福祉を 
・ゴール ８ 働きがいも経済成長も 
・ゴール 10 人や国の不平等をなくそう 
・ゴール 11 住み続けられるまちづくりを 
・ゴール 16 平和と公正をすべての人に 
・ゴール 17 パートナーシップで目標を達成しよう 
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第３章  

基本目標と施策の展開 
 

 

 

 

 

  



70 
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第３章 基本目標と施策の展開 

■第３章の読み方 

基本目標１ 生きがいづくりと社会参加の促進 

■ 施策推進の背景 

○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

■ 目指す姿 

○ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 

（年度） 

目標値 

（年度） 

・・・・・・・ 
％ 

（Ｒ４） 

％ 

（Ｒ８） 

 

（１）学びと交流の促進 

■ 施策の方向性 

・・・・・・・・・・・ 

 

■ 取組と内容 

●●●●●●●●●● 

・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

◆・・・・・・・                  単位：●●／● 

 

令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

●●●●       

 

施策を取り巻く時代背景や制度の動

向、本市の状況等を記述しています。 

施策が目指す姿を記述しています。 

目指す姿の達

成状況を評価

するための指

標を記述して

います 

目指す姿の実

現に向けた施

策の方向性を

記述していま

す 

施策の方向性

を踏まえて展

開する具体的

な取組と内容

を記述してい

ます。 

指標を設定し

ている取組が

あります。 
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基本目標１ 生きがいづくりと社会参加の促進 

■ 施策推進の背景 

○ 人口減少・少子高齢化が進行し、また、人生 100 年時代を迎える中、高齢

者が生きがいと役割を持ち、地域社会の担い手として活躍することが期待さ

れています。 

○ コロナ禍において、様々な地域活動が制限されてきました。また、ニーズ

調査の結果からは、コロナ禍前と比べて外出機会や地域活動への参加機会が

減少している状況にあります。 

○ 高齢者が様々な活動を通じて、地域社会とのつながりを保ちながら、生き

がいと役割を持ち、いきいきと暮らしていくためには、コロナ禍で停滞した

各種活動の再開・活性化を促進していく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 地域における高齢者をはじめ、多様な世代が集い、交流する活動が再開さ

れ、多くの高齢者が参加しています。 

○ 高齢者がこれまで培った知識や技術等を活かしながら、地域の中で生きが

いと役割を持って活躍しています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

老人福祉センター 延べ利用者数 
30,287人 

（Ｒ４） 

34,000人 

（Ｒ８） 
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（１）学びと交流の促進 

■ 施策の方向性 

高齢者の生きがいづくりに資する多様な学習プログラムや交流機会など

について、多様な媒体を通じて情報発信し、積極的な参加を促すととも

に、学びを通じた交流・ふれあいを促進します。活動場所として、老人福

祉センター３館（宝荘・寿荘・不老荘）の利用の促進を図ります。 

また、ＩＣＴ利用における情報格差を解消し、安全・安心して利用でき

るための支援を行います。 

■ 取組と内容 

生涯学習活動の促進 

・ 市民交流促進総合ポータルサイト「さやまルシェ」やＳＮＳ等を活用

して、サークルを紹介するなど、生涯学習に関する情報を発信し、高齢

者の多様な生涯学習活動を促進します。 

 

高齢者の交流の促進 

・ 高齢者をはじめとして、地域住民が身近な地域において交流を図り、

情報交換ができるよう、サロン活動の支援を行います。また、学校行事

や地域活動などを通じて世代間交流を促進します。 

 

老人福祉センターの利用の促進 

・ 老人福祉センター３館（宝荘・寿荘・不老荘）では、各種相談に応じ

るほか、老人クラブ等を含めた団体・個人に積極的に活用してもらうよ

う、健康増進事業、教養講座やイベント・レクリエーション事業などの

充実を図り、高齢者の生きがいづくり、仲間づくりを促進します。 
 

ＩＣＴ活用における情報格差の解消 

・ 公民館等と連携しながら、スマートフォンなどの基本的な操作に関す

る学習機会を提供することにより、ＩＣＴの活用における情報格差を解

消していきます。 
 

  



74 

（２）地域活動・社会参加の促進 

■ 施策の方向性 

老人クラブをはじめとする高齢者の自主的なグループ活動を促進すると

ともに、自治会等の地域コミュニティをはじめ、地域を舞台に活動してい

る多様な団体についても、高齢者の社会参加の場として、その活動を支援

していきます。 

また、高齢者が持つ豊富な社会経験や知識を地域の中で発揮できるよ

う、人材活用の機会や場の確保に取り組むとともに、高齢者の社会参加を

促進します。 

■ 取組と内容 

高齢者グループの自主的な活動への支援 

・ 老人クラブや青空の会など、健康維持や仲間づくりに取り組む高齢者

グループのさらなる充実を図るため、活動を支援します。 

・ ボランティア活動やサークル活動等、地域において自主的な活動を行

っている高齢者グループの活動内容の紹介等を通じ、加入を促進します。 

 

高齢者の就労支援 

・ シルバー人材センターの円滑な事業の遂行に向けた支援を行うととも

に、広報活動などを通じ、同センターの利用を促進します。 

・ ハローワークや県内９カ所にあるセカンドキャリアセンターの利用を

促進します。 

 

教育機関等との連携による人材育成・活用の推進 

・ さやま市民大学において、まちづくりを担う人材を育成し、併せて学

びの成果を地域で活かす仕組みも拡充します。 

・ 地域学校協働活動（ＳＣＳＣ)を推進し、学校と地域が相互にパート

ナーとして連携・協働し、様々な活動が行えるよう、地域の人材発掘・

活用に努めます。 
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基本目標２ 健康づくりと介護予防・重度化防止の推進 

■ 施策推進の背景 

○ 平均寿命・健康寿命が延伸する一方で、後期高齢者数の増加等に伴い、医

療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加とともに、要支援・要介護認定者数

及び認定率が増加してきています。 

○ ニーズ調査の結果から、介護予防に意識的に取り組んでいる人の割合が減

少し、また、コロナ禍の特徴として、運動器機能や転倒といった身体機能面

のリスクに比べて、認知症リスクや知的能動性、社会的役割の低下リスクの

ある人の割合が増えていることが挙げられます。 

○ 一人ひとりの介護予防に対する意識の醸成を図るとともに、地域における

健康課題に応じた主体的な介護予防活動を促進することで、こころとからだ

の健康づくりにつなげていく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 高齢者が自らの健康状態を把握し、生活習慣の改善や運動習慣の定着など

主体的に健康づくり・介護予防活動に取り組んでいます。 

○ 地域住民が主体となって健康づくり・介護予防に取り組む活動が盛んに行

われ、多くの高齢者が参加しています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

介護予防に意識的に取り組んでいる人の割合 

（ニーズ調査） 

46.2％ 
（Ｒ４） 

50.0％ 
（Ｒ７） 
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（１）健康づくりの推進 

■ 施策の方向性 

健康教室や健康相談等を通じて、健康に対する意識醸成を図るととも

に、自らの健康状態を知り、疾病の早期発見・早期治療につなげるため、

各種健診・検診の受診促進を図ります。 

また、主体的な健康づくりや生活習慣の改善を促すため、地域における

健康づくり活動の活性化を図るとともに、健康づくりのきっかけづくりと

継続に向けた取組を推進します。 

■ 取組と内容 

健康づくり事業の推進 

・ すこやか体操普及指導員連絡会などの健康づくり団体が実施する健康

づくり活動を支援します。 

・ 子どもから高齢者まで幅広い年齢層の健康づくりや、これまで健康に

関心が薄かった層に関心を持ってもらうことなどを目的として、ｅスポ

ーツなどデジタル機器やＩＣＴ技術を使った健康づくりに取り組みます。 

・ ふれあい健康センター「サピオ稲荷山」の改修にあわせて、民間活力

を導入した、より効果的な次世代型健康増進事業に取り組みます。 

 

生活習慣病の予防のための意識啓発 

・ 健康相談や生活習慣病予防教室の開催により、生活習慣病を予防する

ための正しい知識と生活改善への意識啓発を図ります。 

 

疾病の早期発見・早期治療の促進 

・ 健康診査や各種がん検診などを実施し、生活習慣病の早期発見・早期

治療、重症化予防を促進します。 

 

健康づくりの実践・継続に向けた取組の推進 

・ 健康活動を見える化するツール「ウォーキングアプリ」の導入等によ

り、運動意欲の促進、動機付けによって、健康づくりの実践・継続を支

援します。 

・ 地域における健康づくり活動の活性化を図るため、健康づくりの知識

を身につけ、自身の健康づくりに取り組む健康長寿サポーター養成講座

を実施します。 
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（２）介護予防・重度化防止の推進 

■ 施策の方向性 

地域包括支援センターが中心となり、日常生活圏域における健康課題に

応じた講座、教室等の開催や、「通いの場」等での介護予防活動を推進し

ます。また、国保データベース（ＫＤＢ）の医療・介護データを活用しな

がら、保健事業と介護予防の一体的実施に取り組み、医療専門職とも連携

し、より効果的な取組を推進します。 

また、自立支援型地域ケア会議を活用し、多職種が連携しながら、要介

護状態の重度化防止、生活の質の向上を図り、本人の有する能力を最大限

に生かして、「自立」に向けた支援を行います。 

医療、介護の分野で評価を得ているデジタル技術（ＩＣＴ）を活用した  

ｅスポーツなどを取り入れ、次世代に向けた健康増進と新たな介護予防、

認知症予防に取り組みます。 

■ 取組と内容 

介護予防の普及啓発 

・ 日常生活圏域ごとに抱える健康課題やニーズ等に基づき、加齢に伴う

心身の機能低下や認知症の予防、口腔機能の向上など、介護予防に関す

る講座、教室等を地域包括支援センターが開催し、高齢者自らの主体的

な介護予防の実践を促進します。 

 

いきいき百歳体操の推進 

・ 身近な場所で実施できる「いきいき百歳体操」のサポーターを新たに

養成することで、住民主体の自主グループの立ち上げ及び継続支援に取

り組んでいきます。また、「いきいき百歳体操」を実践する通いの場の

立ち上げにあたっては、地域包括支援センターや理学療法士等リハビリ

テーション専門職と連携し、専門的な指導のもとで効果的・効率的な実

施を図ります。さらには、運動器の機能向上のみならず、栄養改善や口

腔機能の向上に関しても、管理栄養士や歯科衛生士等の専門職と連携を

図りながら、取組内容の充実を図ります。 

・ サポーターの継続的な活動を支援するために、介護予防に関する知

識・技術の再確認を行う場の提供や、サポーター同士のつながりを持つ

機会を設けます。 
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◆いきいき百歳体操自主グループ数（累計） 単位：か所／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

自主グループ数 31 34 37 40 43 46 

 

 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

・ 高齢者が複数の慢性疾患やフレイル状態になりやすい特性を踏まえ、

疾病予防及び重症化予防並びに介護予防・重度化防止を促進するために、

適切な医療や介護サービスにつなげます。 

・ 健康づくり及び交流の促進として身近な地域での健康体操等のほか、

手指の動き等によるｅスポーツなど、デジタル技術を活用して高齢者の

健康増進と介護予防、認知症予防に取り組みます。 

・ 「いきいき百歳体操」等の通いの場に医療・介護の専門職が関与する

ことで、より効果的な介護予防活動につなげます。 
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基本目標３ 見守り・支え合い活動の充実 

■ 施策推進の背景 

○ 一人暮らし世帯や高齢者夫婦のみの世帯が増加し、全体に占める割合も上

昇してきており、地域で見守り、支えていくための体制の強化が求められて

います。 

○ 地域の支え合い活動を担う自治会やボランティア団体の会員は減少傾向に

あります。また、コロナ禍で地域における様々な活動の自粛等により、高齢

者の孤独・孤立が懸念されています。 

○ ニーズ調査の結果をみると、地域との関係について、「いざというときだけ

助けあえるよう、ある程度のかかわりをもっておきたい」と「お互いに干渉

しないで、必要最小限のつきあいとしたい」が同程度の割合で高くなってい

ます。また、ボランティア活動をはじめるきっかけのための支援として「情

報提供」の割合が最も高くなっています。 

○ 全ての高齢者が地域の中で安心して暮らしていくことができるよう、お互

いが気にかけ、地域ぐるみで見守り、支え合う体制を強化していく必要があ

ります。 

■ 目指す姿 

○ 一人暮らし高齢者等が、地域の様々な主体によって見守られ、支えられな

がら、安心して暮らしていくことができています。 

○ 地域の一人暮らし高齢者等を見守り、支えるための活動を行う団体や参加

する地域住民が増えています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 

（年度） 

目標値 

（年度） 

要援護高齢者等支援ネットワーク 登録団体数 
185団体 

（Ｒ５） 

188団体 

（Ｒ８） 
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（１）見守り活動の充実 

■ 施策の方向性 

一人暮らし高齢者や認知症高齢者等を地域全体で見守ることができるよ

う、地域住民や各種団体、企業・事業所の連携による見守り体制を強化し

ます。 

また、一人暮らし高齢者や認知症高齢者等を支援する様々な活動とあわ

せて、安否確認や見守りを行う取組を推進します。 

■ 取組と内容 

要援護高齢者等支援ネットワークの推進 

・ 高齢者の見守り・声掛け活動を日常生活の中で行ってもらうネットワ

ークへの登録団体数の増加を図るとともに、各団体が共通認識のもと活

動できるように、定期的な情報発信に取り組みます。 

 

福祉活動等を通じた見守りの推進 

・ 地域住民のボランティア活動による見守り活動を推進します。 

・ 市が指定した配食サービス事業者が、栄養バランスのとれたお弁当を

定期的に自宅までお届けするとともに、安否確認を行います。 

 

見守り機器による見守りの推進 

・ 高齢者本人とは別に居所を構える家族や友人・知人に、高齢者本人の

日頃の状況を知らせることができる見守り機器の初期費用を補助するこ

とで、見守り体制の充実を図ります。 
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（２）ボランティア活動の促進 

■ 施策の方向性 

ボランティア活動をしてみたい人のきっかけづくりのため、ボランティ

ア活動に関する情報提供の充実やボランティア体験・講座等を行います。 

また、狭山市社会福祉協議会や介護事業所等と連携し、有償ボランティ

アの活性化やボランティア活動の場の確保に努めるとともに、ボランティ

アをしたい人と支援してほしい人とをつなぐ仕組みづくりを進めます。 

■ 取組と内容 

ボランティア活動のきっかけづくり 

・ 広報紙やホームページ、ＳＮＳ等の多様な媒体により、ボランティア

活動に関する情報提供を行い、参加を促進します。 

・ 関係機関と連携し、介護事業所等の協力を得ながら、ボランティア体

験機会の創出やボランティア講座・研修の実施等を通じて、ボランティ

アに対する興味・関心の醸成を図ります。 

 

有償ボランティアの推進 

・ 狭山市社会福祉協議会の有償福祉サービス「ささえあい狭山」をはじ

めとした有償ボランティアの活動の場を、高齢者のボランティア活動の

機会として活用します。 
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（３）地域活動団体等の活動支援 

■ 施策の方向性 

地域における福祉活動の活性化を図るため、団体の設立・運営にかかる

資金面での支援やノウハウ・情報の提供等を行うとともに、活動拠点・場

の確保や団体同士の連携促進により、幅広い活動の活性化を図ります。 

また、企業・事業所等の社会貢献活動に対し、地域課題の共有や先進的

な取組事例等の情報提供を行い、積極的かつ効果的な事業展開を促進しま

す。 

■ 取組と内容 

地域福祉活動団体の設立及び活動支援 

・ 地域福祉活動団体の設立や運営に対する補助金の交付、活動に対する

ＰＲ、リーダーの育成、先進的な福祉活動の情報提供等により、団体活

動を支援します。 

 

活動拠点の確保 

・ 地域福祉活動団体の活動拠点として、社会福祉会館の環境整備に努め

ます。 

・ 空き家の活用により、地域福祉活動団体への活動拠点づくりを支援し

ます。 

 

活動団体同士の連携促進 

・ 狭山市社会福祉協議会を通して、地域福祉活動団体同士の連携や情報

共有を支援するなど、相互に協力できる関係づくりを支援します。  

 

企業・事業所等による地域福祉活動への支援 

・ 公益的な取組を行う企業・事業所、大学等の教育機関、社会福祉法人

等に対して、事例や先進的な取組の情報提供を行います。 
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基本目標４ 包括的支援体制の強化 

■ 施策推進の背景 

○ 地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活

支援を一体的に支援する「地域包括ケアシステム」の中核を担っていますが、

高齢者の増加等を背景に、その業務負担が大きくなっています。 

○ 地域住民が抱える課題が複雑化・複合化してきており、属性を問わない相

談支援や参加支援、地域づくりを一体的に実施する「重層的支援体制整備事

業」が推進されており、本市においても令和４年４月から開始しています。 

○ 地域包括支援センターの体制強化を図るとともに、整備した重層的支援体

制をはじめ、多機関・多職種が連携し、誰も取り残さない包括的な支援体制

の一層の充実を図っていく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 身近な相談支援の窓口として、多くの高齢者が地域包括支援センター等の

相談支援機関に相談し、多様な機関・職種が連携して、必要な支援につなが

る体制が整っています。 

○ 第２層協議体を中心に、地域における課題を解決するために、地域住民を

はじめ多様な主体によるきめ細かな支援サービスが展開されています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

家族や友人・知人以外の相談相手として「地域

包括支援センター・役所」と回答した人の割合 

（ニーズ調査） 

27.3％ 

（Ｒ４） 

30.0％ 

（Ｒ７） 
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（１）地域包括支援センターの充実 

■ 施策の方向性 

地域の身近な相談窓口としての役割を果たす地域包括支援センターを 1

か所増設し、地域の高齢者に対する支援の充実と地域包括支援センターの

業務負担の軽減を図ります。 

総合的な相談を受け付け、多職種と連携して包括的な支援につなげると

ともに、自立支援型ケアマネジメントに向けた支援を行います。 

■ 取組と内容 

地域包括支援センターの体制強化 

・ 将来的な高齢者人口の増加などに対応した日常生活圏域の見直しに沿

って、柏原・水富圏域を分割し、地域包括支援センターを令和６年度に

１か所増設・運用を開始し、高齢者に対する包括的な支援体制の一層の

充実を図ります。 

・ 地域包括支援センターの運営及び職員体制については、効果的・安定

的に実施されるよう、センターの評価を定期的に行うとともに、センタ

ーの積極的な体制強化に向けて、必要な人員の配置を行います。 

・ 高齢者が抱える複雑化・複合化する相談に対応するため、他の相談機

関や福祉政策課トータルサポート室と連携し、包括的な支援を行う体制

を推進します。 

 

◆地域包括支援センターの設置数 単位：か所／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

設置数 7 7 7 8 8 8 

 

総合相談支援の実施 

・ 地域包括支援センターにおいて、高齢者本人及びその家族の各種相談

を幅広く受け付け、制度横断的な支援につなげます。 
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権利擁護業務の実施 

・ 地域の高齢者が、安心して尊厳のある生活を行うことができるよう、

成年後見制度の利用促進や高齢者虐待への対応等を行います。 

 

包括的・継続的ケアマネジメント支援の実施 

・ 「地域ケア会議」等を通じた自立支援型ケアマネジメントを支援する

とともに、介護支援専門員（ケアマネジャー）への個別指導・相談や支

援困難事例等への指導・助言を行います。 

 

介護予防ケアマネジメントの実施 

・ 介護予防及び日常生活支援を目的として、適切なサービスが包括的か

つ効果的に提供されるよう、ケアプランの作成など必要な援助を行いま

す。 
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（２）地域ケア会議の推進 

■ 施策の方向性 

地域の多様な関係者が協働し、困難事例等の個別ケースについて検討

し、必要な支援につなげる地域ケア個別会議（圏域会議）と、個別課題の

解決事例を蓄積することにより、地域課題の発見につなげ、その解決に向

けて検討する地域ケア推進会議の開催を通じて、地域包括ケアシステムの

深化・推進につなげます。 

■ 取組と内容 

地域ケア個別会議（圏域会議）の推進 

・ 介護等が必要な高齢者の住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援

していくとともに、日常生活圏域ごとの課題解消に向けて、地域ケア個

別会議（圏域会議）を開催し、地域包括支援センター職員、生活支援コ

ーディネーター、介護支援専門員（ケアマネジャー）、民生委員・児童

委員、自治会員、ボランティア等地域の多様な関係者が協働で、介護支

援専門員のケアマネジメント支援を通じて、地域における関係者との支

え合いのネットワークの充実と地域課題の解消に取り組みます。 

 

◆圏域会議の開催回数 単位：回／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

開催回数 20（9） 35（11） 32（14） 32（16） 32（16） 32（16） 

※（ ）内は地域ケア個別会議に位置付けられる個別事例の検討件数 

 

地域ケア推進会議の推進 

・ 「地域づくり・資源開発」「政策の形成」を目的とした地域ケア推進

会議を立ち上げ、地域ケア個別会議の場で取り上げられた個別課題の解

決事例を蓄積することにより抽出された地域課題の解決に取り組みます。 

 

自立支援型地域ケア会議の充実 

・ 自立支援の促進と要介護状態の重度化防止、地域課題の抽出を目指す

効果的な自立支援型地域ケア会議となるよう、会議の目的や意義の共有

を図りながら、地域包括支援センター職員、介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）、介護サービス事業者、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、

歯科衛生士、薬剤師、生活支援コーディネーター、在宅医療支援センタ
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ーのコーディネーターなど多職種が連携して高齢者のＱＯＬ向上と、自

立した生活を支えていくケアプランの検討を行います。また、運営方法

の見直しを適宜行い、会議の充実を図ります。 

 

◆自立支援型地域ケア会議の検討数 単位：件／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

自立支援型地域 

ケア会議の検討数 
29  20  11 11 11 11 

 

 

 

  



88 

（３）生活支援体制の整備・充実 

■ 施策の方向性 

生活支援サービスを担う多様な主体で構成する協議体を設置し、生活支

援コーディネーターが中心となって、高齢者の支援ニーズや状態の変化に

応じたきめ細かな支援・サービスを提供できる体制の整備・充実を図りま

す。 

■ 取組と内容 

第２層協議体の設置推進 

・ 市域全体を担当する第１層の生活支援コーディネーターを中心に、地

域の課題や資源を把握し、その解決策を検討する第２層の協議体を全て

の支部社協圏域に設置を進め、地域間格差の解消を図ります。 

 

◆第２層協議体の設置数 単位：か所／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

設置数 7 7 7 10 10 10 

※現在、協議体が設置されている支部社協圏域…入間川地区、富士見地区、入曽地区、

奥富地区、柏原地区、水富地区、狭山台地区 

 

生活支援コーディネーターの配置 

・ 各々の第２層協議体に生活支援コーディネーターを配置し、地域に必

要なサービスの創出や、困りごとの相談対応、ご近所の見守りなどの日

常生活を支える住民主体の活動を支援します。 

 

協議体活動の活性化支援 

・ 第１層と第２層の協議体の情報交換会や第２層協議体同士の情報交換

会を開催し、ルールづくりと優良な取組についての情報共有を促進する

とともに、把握した情報を地域へ発信し、協議体活動の活性化を図りま

す。 
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■生活支援体制のイメージ図 

 

 

出典：厚生労働省資料を一部修正 

 

■支部社協圏域図 

 

 

出典：狭山市社会福祉協議会ガイドブック 
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（４）重層的支援体制の推進 

■ 施策の方向性 

包括的相談支援、参加支援、地域づくり、多機関協働及びアウトリーチ

等を通じた継続的支援の各事業を一体的に実施し、地域住民の複合化・複

雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を推進します。 

■ 取組と内容 

包括的相談支援体制の構築 

・ 相談者の属性や世代、相談内容に関わらず、包括的に相談を受け止め、

抱えている課題の解きほぐしや整理を行います。また、相談を受けた支

援機関では解決が難しい場合は、他の支援機関と連携して対応するほか、

複合化・複雑化した課題については適切に多機関協働事業につなぎます。 
 

参加支援事業の推進 

・ 既存の社会参加に向けた事業では対応できない人に対して、本人の希

望やニーズに合わせて、社会とのつながりづくりを支援するとともに、

すでに地域で実施されている参加の場（就労場所、ボランティア、地域

活動など）へのマッチングを行います。また、既存の場では本人や家族

の希望やニーズと合わない場合は、既存の社会資源の拡充を図り、支援

ニーズや状態に合った支援メニューを作るとともに、マッチングした後

に希望に沿った支援ができているかフォローアップします。 
 

地域づくり事業の推進 

・ 地域の中で、属性や世代を問わない居場所づくりに向けた取組や、地

域の事業や活動を把握し、必要とする人や地域をつなげるなど、人と人、

人と地域がつながり支え合う取組が生まれやすい環境を整えます。 
 

多機関協働事業の推進 

・ 単独の支援関係機関では対応が難しい複合化・複雑化した事例に対し

て、関係機関の連携がよりスムーズになるよう、重層的支援会議を通じ

て、支援関係機関の役割分担や支援の方向性の共通認識づくりの調整及

び協議を行い、支援プランを立てます。 
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アウトリーチ等を通じた継続的支援事業の実施 

・ 支援関係機関等との連携や地域住民とのつながりを構築し、複合化・

複雑化した課題を抱えながらも支援が届いていない人を把握し、本人と

のつながりを作り、丁寧な働きかけを行い、信頼関係を築いたのち、本

人の希望やニーズを聞き取り、必要な支援につなげていきます。 
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基本目標５ 認知症施策・権利擁護の推進 

■ 施策推進の背景 

○ 後期高齢者数の増加に伴い、認知症高齢者数は増加すると見込まれており、

認知症予防と併せ、認知症になっても安心して暮らしていくことができる地

域づくりが求められています。 

○ 令和５年６月に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」

には、認知症の人に対する理解促進や社会参加の機会の確保、意思決定支援

及び権利利益の保護等の基本施策が示されています。 

○ニーズ調査の結果をみると、認知症に関する相談窓口を知っている人は約２

割、成年後見制度を知っている人は約６割で、前回調査と比べて大きな差は

ありませんでした。また、認知症等で判断が難しくなったときに成年後見制

度を利用したいと回答した人は１割強にとどまっています。 

○ 国の統計によると、高齢者虐待の相談・通報件数及び虐待判断件数は増加

傾向にあり、対策が急務となっています。関係機関が連携し、虐待の早期発

見と迅速かつ適切な対応が求められています。 

○ 全ての高齢者の尊厳と権利が守られ、安心して暮らしていくことができる

よう、相談窓口や各種制度の周知・利用促進を図るとともに、関係機関の連

携体制の強化を図っていく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 認知症に対する理解が進み、認知症になっても家族や地域住民、関係機関

等の理解・協力のもと、尊厳が守られ、自分らしく安心して暮らしていくこ

とができています。 

○ 介護負担の軽減や孤立の防止、養護者に対する支援等が進み、虐待が未然

に防止されています。また、虐待が起きた場合でも早期に発見され、迅速か

つ適切な対応がとれる体制が整っています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

認知症に関する相談窓口を知っている人の割合 

(ニーズ調査) 

23.0％ 

（Ｒ４） 

25.0％ 

（Ｒ７） 
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（１）認知症予防・ケアの推進 

■ 施策の方向性 

保健・医療との連携により、認知症予防を推進するとともに、認知症の

早期発見・早期治療につなげ、疾患の進行に応じた適切な支援を行いま

す。また、「認知症地域支援推進員」及び「認知症初期集中支援チーム」

の活動内容について周知を図りつつ、さらなる活用を推進します。 

第２号被保険者に該当する若年性認知症を含め、高次脳機能障害等の支

援については、埼玉県に配置された若年性認知症支援コーディネーター

や、障がい者福祉課などの関係部署と連携を図り、総合的な支援に努めま

す。 

■ 取組と内容 

認知症予防の推進 

・ 「通いの場」等において、地域包括支援センターが中心となり、専門

職による健康相談や認知症予防に関する講座・教室等の開催を推進しま

す。 

・ ファイブコグテスト（集団用認知検査）の実施により、認知症予防の

意識を高めるとともに、予防の実践につなげるための支援を行います。 

 

認知症に関する相談体制の充実・周知 

・ 地域包括支援センターの役割・機能などに関する情報を広く市民に周

知し、認知症の相談窓口としての活用を促進します。 

・ 身近な相談窓口として「認知症相談ホットライン（電話相談）」の活

用を促進します。また、認知症相談ホットライン開設日以外の相談窓口

の周知を充実させます。 

 

認知症ケアパスの活用 

・ 「認知症サポートガイド（狭山市版ケアパス）」の内容を充実させて、

早期の相談や医療機関につながるよう、認知症サポーター養成講座等の

機会を活用し広く周知するとともに、「もの忘れ相談医」との連携を図

り、適切な支援につなげます。 

 

認知症初期集中支援チームの活用促進 

・ 認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制の充実を図り、認知症

の疑いがある方が、認知症になっても、できる限り住み慣れた地域で暮
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らし続けられるため「認知症初期集中支援チーム」の活用を促進します。

併せて、チームのさらなる質の向上を図り、適切な医療・介護サービス

等に速やかにつなぐ取組を強化します。また、認知症の高齢者だけでは

なく、若年性認知症の方も支援の対象とします。 

・ 広報紙や市ホームページ、講演会や認知症サポーター養成講座等を通

じて、「認知症初期集中支援チーム」の周知を図り、活用しやすいチー

ムづくりを推進します。 

 

認知症地域支援推進員の配置 

・ 認知症地域支援推進員を中心に、認知症サポートガイド（狭山市版ケ

アパス）の見直しやオレンジカフェ（認知症カフェ）の充実、認知症初

期集中支援チームとも緊密に連携し、認知症の早期診断・早期対応、介

護者支援に向けたネットワークの充実を図ります。 

 

◆認知症地域支援推進員の配置数 単位：人 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

配置数 2 2 2 2 3 3 
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（２）認知症と共生する地域づくり 

■ 施策の方向性 

認知症の人とその家族が住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らせ

るよう、認知症に対する理解を促進し、認知症サポーター等による地域で

の見守りや支援の体制づくりを推進するとともに、認知症の人の意思決定

の支援や本人からの発信の支援に取り組みます。 

認知症の人を介護する家族の不安や精神的な負担感の軽減を図るため、

認知症介護に対する正しい知識の普及や介護に関する情報提供、介護者同

士の交流の場の充実を図ります。 

■ 取組と内容 

認知症サポーター等の養成・活用の推進 

・ 認知症の正しい知識や適切な支援の方法などを学び、認知症の人の支

援者となる認知症サポーターの養成を推進します。また、小学生向けの

認知症キッズサポーター養成講座の開催校数を増やすことを目指します。 

・ 認知症サポーター養成講座に加え、より実際の活動に繋げるためのス

テップアップ講座を受講した者を中心とした支援を繋ぐ仕組み（チーム

オレンジ）を構築し、第二層協議体等との連携を図りながら、地域での

見守りや支援の体制づくりを推進します。 

 

◆認知症サポーター養成数 単位：人 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

養成数 12,168 12,528 12,928 13,378 13,878 14,428 

 
 

認知症高齢者の見守り体制の充実 

・ 徘徊等の緊急時に、安全・円滑に情報が提供され、解決につながるよ

うな緊急対応の仕組み（埼玉県徘徊高齢者等ＳＯＳネットワーク等）を

活用するとともに、ひとり歩き高齢者安心シールの周知を行い、活用促

進を図ります。 

 

本人発信支援の推進 

・ 認知症の本人が集い、本人同士が主となって、自らの体験や希望、必

要としていることを語り合い、自分たちのこれからのよりよい暮らし、

暮らしやすい地域について一緒に話し合う場の構築を図ります。 
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オレンジカフェの推進 

・ 認知症地域支援推進員や地域包括支援センター職員との協働によるオ

レンジカフェの活動を促進し、認知症の方とヤングケアラーを含む介護

する家族に対する支援を行います。 

・ 認知症の人とその家族が安心して過ごすことができ、情報交換や相談

ができる場であるオレンジカフェの取組に賛同する活動団体（登録店）

の普及に向けた支援を行います。 

 

◆オレンジカフェ活動団体（登録店）数 単位：団体 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

団体数 8 8 7 7 8 8 
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（３）成年後見制度の利用促進 

■ 施策の方向性 

誰もが尊厳を持って暮らし、すべての人の権利が守られるよう、認知症

などにより判断能力が不十分な高齢者に対する成年後見制度の普及を図る

とともに、制度利用に向けた支援を行います。 

■ 取組と内容 

成年後見制度の利用支援 

・ 成年後見制度を利用する必要があるにも関わらず、経済的理由などで

制度を利用できない方を対象に市長申立を行うとともに、申立て費用や

成年後見人等の報酬を助成する「成年後見制度利用支援事業」を実施し

ます。 

・ さやま成年後見センターや地域包括支援センターを中心に、成年後見

制度に関する相談や普及啓発に取り組みます。 

・ 生活困窮者自立支援事業などの対象者のうち制度利用が望ましい人が

成年後見制度を利用できるように連携を図ります。 

 

◆市長申立件数及び報酬助成件数 単位：件／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

市長申立件数 5 6 5 8 9 10 

報酬助成件数 5 3 5 8 9 10 

 

◆成年後見制度の講演会等の開催回数 単位：回／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

講演会開催回数 0 1 1 1 1 1 

支援者向け研修会

の開催回数 
2 3 3 3 3 3 

福祉出前講座の 

開催回数 
2 3 3 3 3 3 
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あんしんサポートねっと（日常生活自立支援事業）の利用促進 

・ 狭山市社会福祉協議会が実施しているあんしんサポートねっと（日常

生活自立支援事業）の周知及び利用促進を図ります。 

 

◆あんしんサポートねっとの利用者数及び権利擁護の相談件数 単位：人／年、件／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

利用者数 14 16 15 18 20 20 

権利擁護相談件数 384 294 300 320 330 340 

権利擁護法律相談件数 35 33 35 40 40 40 

 

 

成年後見制度の利用促進のための体制の充実 

・ 中核機関であるさやま成年後見センターがコーディネート機能を発揮

できるよう、地域、福祉、司法等、地域連携ネットワークの各主体の機

能強化や連携・協力体制の強化を行います。 

・ 狭山市社会福祉協議会等の法人後見事業と連携を図るとともに、市民

後見人を育成し、その活用を図ります。 

・ 専門職・関係機関の協力体制のもと、意思決定支援・身上保護を重視

した後見人等の成年後見活動を支援する体制を構築します。 

 

◆成年後見制度に係る各種取組 単位：件／年、人／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

法人後見受任件数 8 7 8 10 10 10 

市民後見人養成講

座修了者数 
35 44 44 44 50 50 

講
座
修
了
生
の
活
用

市
民
後
見
人
養
成 

法人後見の

活動人数 
3 3 4 4 4 4 

後見支援員

活動人数 
10 10 11 11 11 11 

 

  



 

99 

（４）高齢者虐待防止対策の推進 

■ 施策の方向性 

高齢者虐待防止に関する制度等についての啓発活動に努めるとともに、

関係機関等との連携を強化し、早期発見・早期対応に向けた支援体制の充

実を図ります。 

併せて、養護者に対する支援の充実による虐待防止、再発防止に取り組

みます。 

■ 取組と内容 

高齢者虐待の早期発見に向けた取組の推進 

・ 要援護高齢者等支援ネットワークへの登録団体の拡大及び登録団体へ

の情報提供の充実を図ることで、地域における見守り体制を強化し、高

齢者虐待の早期発見に努めます。 

・ 地域包括支援センターや地域住民・担当の介護支援専門員（ケアマネ

ジャー）などとの連携により、支援が必要な高齢者の早期発見、早期支

援に努めるとともに、出前講座やチラシの配布などにより虐待防止に向

けた意識啓発を図り、虐待が起きにくい環境づくりを推進します。 

 

関係機関との連携による迅速かつ適切な対応 

・ 虐待に関する通報があった場合は、地域包括支援センターとともに警

察などの関係機関と連携して迅速な対応を図ります。 

・ 埼玉弁護士会や社会福祉士会の協力を得て組織する「高齢者虐待対応

専門職チーム」による専門的な見地での助言や情報を活用し、高齢者虐

待への適切な対応を図ります。 

 

◆要援護高齢者等支援ネットワークの登録団体数 単位：件／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

登録団体数 189 184 185 187 190 190 

 

◆「高齢者虐待対応専門職チーム」による研修会の実施回数 単位：回／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

実施回数 0 3 2 2 2 2 
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養護者に対する支援の充実 

・ 虐待に関する知識や適切な介護技術の普及などによる負担軽減等、養

護者に対する支援の充実を図り、虐待防止につなげます。また、発生し

た虐待の要因を分析し、再発防止に取り組みます。 
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基本目標６ 在宅生活継続支援の充実 

■ 施策推進の背景 

○ 医療と介護両方の支援ニーズを併せ持つ高齢者が増えてきており、入退院

時や日頃の療養、急変時の対応、看取り、感染症や災害の発生時など、様々

な場面で在宅医療・介護の連携が重要になっています。 

○ 高齢化や核家族化の進展等により、老々介護が進んでおり、在宅介護実態

調査の結果では、主な介護者が 60代以上の割合は約６割となっています。 

○ 在宅介護実態調査の結果をみると、訪問診療を利用している人は 11.4％と

なっています。また、在宅生活の継続に必要な支援・サービスについて、単

身世帯では「掃除・洗濯」、「買い物」、「ゴミ出し」の順に高くなっています。 

○ 在宅で暮らす支援が必要な高齢者に対し、医療・介護の関係機関が連携し

ながら、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援・サービスを提供すると

ともに、家族介護者の負担軽減に向けた取組を推進していく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 在宅での暮らしを希望する高齢者が重度な要介護状態になっても、必要な

医療・介護のサービスや生活支援サービスを受けながら、人生の最後まで自

分らしい暮らしを続けることができています。 

○ 在宅で高齢者を介護する家族等の身体的、精神的、経済的負担が軽減され

ています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

「人生会議」受講者数 
86人 

（Ｒ４） 

130人 

（Ｒ８） 
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（１）在宅医療・介護連携の推進 

■ 施策の方向性 

医療と介護両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分ら

しい暮らしを続けていくため、地域における医療・介護の関係機関が連携

して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供できることが重要であ

り、関係機関が連携し、多職種協働により在宅医療・介護を一体的に提供

できる体制を構築します。 

かかりつけ医の役割、機能の重要性を踏まえ、医師会等と緊密に連携し

た体制の構築に取り組みます。 

医療機関と介護事業所が要介護高齢者等の状態・状況に関する情報を共

有しながら、医療と介護の両方のニーズに応じた切れ目のない支援を円滑

に受けることができる連携体制の強化を図ります。 

また、市民に対しては、在宅医療と介護に関するリーフレット及びホー

ムページ等を活用し、在宅での療養に関する情報提供を行います。 

■ 取組と内容 

在宅医療・介護連携に関する相談支援 

・ 疾病や加齢等により、医学的管理の下で療養生活を送ることになった

高齢者や家族に対する在宅医療を支えるための相談について、狭山市医

師会立在宅医療支援センターを拠点として、支援体制の充実を図ります。

また、入院・転院・退院時の相談にきめ細かく対応するため、保健所管

轄内の５市共通の入退院支援ルール（入退院時連携ガイドライン）を活

用し、関係者間のネットワークづくりの取組を進めます。 

 

在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応の協議 

・ 在宅医療・介護連携推進会議において、在宅医療・介護連携を推進す

るうえでの課題の抽出を行うとともに、課題に対する対応策の検討を行

います。 

 

在宅医療・介護の情報の共有 

・ 情報共有のツールとして、ＩＣＴに基づく連絡ツールの普及促進を図

り、患者情報の共有を行い、在宅での緊急対応等に備えます。また、在

宅医療支援センター通信の定期発行により、医療・介護関係者への継続

的な周知を行います。 
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市民への普及啓発 

・ 在宅医療と介護の連携に関するリーフレット等を作成するとともに、

出前講座等においても市民への普及啓発を図ります。 

・ 人生の終末期における医療やケアの内容について、事前に家族や医師

など信頼できる人たちと話し合う「人生会議（ＡＣＰ）」について、

様々な機会・媒体を通じて普及啓発します。  
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（２）家族介護支援の充実 

■ 施策の方向性 

認知症高齢者の家族やヤングケアラーを含め、在宅で要介護高齢者等を

介護する家族介護者に対し、介護に関する知識・技術の普及や介護者同士

の交流機会の創出、地域ぐるみでの見守り、支援等を通じて、介護にかか

る精神的、経済的負担の軽減を図ります。 

■ 取組と内容 

認知症高齢者を介護する家族などへの支援の充実 

・ 認知症により徘徊癖のある高齢者等の早期保護と安全確保のため、ひ

とり歩き高齢者安心シールの周知を行い、活用促進を図ります。また、

位置情報サービスの利用費用の助成を実施します。 

 

◆ひとり歩き高齢者安心シール利用者数等 単位：人／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

年度末利用者数 47 55 58 65 70 75 

うち新規 11 11 12 20 25 28 

 

 

在宅要介護高齢者介護手当の支給 

・ 要介護者を抱える家族に対して介護サービスの利用促進を図るととも

に、家族介護者の負担軽減を図る支援を実施します。 

 

◆在宅要介護高齢者介護手当の支給件数 単位：件／年 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

支給件数 16 18 18 20 20 25 

※各年度末時点 
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介護に関する知識・技術等の普及啓発 

・ 地域包括支援センターにおいて家族介護者を対象とした家族介護教室

を開催し、介護に関する基礎知識や介護技術の習得を支援します。併せ

て、介護に関する悩みや不安を相談する機会とします。 

 

介護者交流会の開催 

・ 日頃の介護の状況を話し合う中で、認知症に関する理解を深めること

を目的に、地域包括支援センターにおいて、介護から一時的に解放する

ための介護者相互の交流会等を開催します。 

 

ヤングケアラーの支援 

・ 本来、大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に

行うことにより、子ども自身がやりたいことができないなど、子ども自

身の権利が守られていないと思われる「ヤングケアラー」について、関

係機関が参加する重層的支援会議を活用するなど、その方にとって必要

な支援に取り組みます。 
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（３）生活支援サービスの充実 

■ 施策の方向性 

要援護高齢者や一人暮らし高齢者等の在宅生活を支援するためのサービ

スの充実を図ります。 

■ 取組と内容 

要援護高齢者への支援の充実 

・ 介護保険による要支援・要介護の認定を必要としないまでも、家族の

不在などで自宅において生活することが一時的に困難になる高齢者に対

して、軽費老人ホーム等の短期利用に対する助成（生活支援ショートス

テイ）などを実施します。 

 

一人暮らし高齢者などへの支援の充実 

・ 一人暮らし高齢者などへの支援として、緊急通報サービス（安心サポ

ート）事業、寝具乾燥消毒サービスなどを実施します。 

・ ＩＣＴを活用した見守りサービスを導入します。 

 

◆緊急通報サービス設置件数等 単位：件 

 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

実績値 実績値 実績見込 目標値 目標値 目標値 

新規設置件数 140 104 110 115 120 120 

年度末設置件数 641 605 615 620 625 625 
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基本目標７ 安全・安心な生活環境の整備 

■ 施策推進の背景 

○ 大雨による災害や新興感染症の感染拡大の発生、特殊詐欺など高齢者を狙

った犯罪等の多発等を背景に、安全・安心に対する関心・ニーズが高まって

います。 

○ 在宅介護実態調査の結果をみると、主な介護者が不安に感じる介護等につ

いて、要支援１・２では、「外出の付き添い、送迎等」の割合が最も高く、ま

た、在宅生活の継続に必要な支援について、夫婦のみ世帯及びその他世帯で

は、「移送サービス」の割合が最も高くなっています。 

○ 全ての高齢者の命と財産を守るために、一人ひとりの防災や防犯、感染症

に対する備えや意識啓発を図るとともに、関係機関をはじめ、多様な主体に

より高齢者の安全・安心の確保に向けた連携・協力体制を強化していく必要

があります。 

○ 日常生活に欠かせない買い物、通院等の移動手段の確保や、生きがい・社

会参加を促進するための外出支援の充実を図っていく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 高齢者一人ひとりが防災や防犯、感染症対策など安全に対する意識を持ち、

対策や備えをしています。 

○ 安全・安心の確保のために支援が必要な高齢者を地域全体で支える連携・

協力体制が整っています。 

○ 運転免許証を持っていなくても、また、要介護状態になっても気軽に安心

して外出できる環境や支援体制が整っています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 

（年度） 

目標値 

（年度） 

個別避難支援計画書 作成件数 
638件 

（Ｒ４） 

700件 

（Ｒ８） 
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（１）安定した居住の推進 

■ 施策の方向性 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けることができるよう、高

齢者住まい法等の制度にも対応しつつ、高齢者の安定した居住の確保への

支援を行います。また、住宅改修費の支給・助成などを実施します。 

■ 取組と内容 

高齢者にとって安全・安心な住環境づくり 

・ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢者住まい法）を踏まえ、

高齢者が安心して暮らすことのできる居住の確保に向けた支援を行いま

す。 

・ 段差の解消や手すりの設置などを行う介護保険住宅改修費の支給など

により、高齢者の居住環境の改善を図ります。 

・ 高齢者と同居する親族への住宅整備資金の補助制度（狭山市親元同

居・近居支援補助金）の利用や、保証人のいない高齢者が、賃貸住宅を

借りられるよう、民間による保障制度の利用を促進します。 

・ 埼玉県と連携・情報共有を図り、市のホームページにおいて、市内の

有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の情報について周知を

図ります。 

 

軽費老人ホームの利用の促進 

・ 軽費老人ホームは、身体機能の低下等により自立した日常生活を送る

ことに不安がある場合、食事の提供や相談・援助等により入所者の生活

を支援する施設です。市内にある軽費老人ホームの周知を図り、高齢者

が身近な地域で住み続けられるよう、利用を促進します。 

 

養護老人ホームへの措置入所の実施 

・ 措置入所の必要な高齢者に対し、市外の養護老人ホームへの入所を実

施します。 

  



 

109 

（２）移動・外出支援の充実と交通手段の確保 

■ 施策の方向性 

日常生活に欠かせない買い物や通院等の移動手段を確保するとともに、

生きがいや社会参加のための外出について、多様な主体による支援が行わ

れる体制を構築します。 

■ 取組と内容 

移動・外出支援の充実 

・ 買い物や通院等の高齢者の日常生活における移動手段を確保するため、

病院が運行している送迎バスの空席を活用し、市内の交通空白地域から

最寄りの公共交通機関等への移動の支援を行う「高齢者外出支援事業」

の充実に取り組みます。 

 

利便性の高い公共交通の充実 

・ 市内循環バス「茶の花号」の特別乗車証を周知し、だれもが利用しや

すい公共交通の維持・確保に取り組みます。 

・ 地域の実情と交通課題を的確に捉え、将来に向けて利便性が高く、地

域が守り、育てることで持続可能な公共交通ネットワークの形成を目指

す「狭山市地域公共交通計画」の策定において、地域における取組や従

来の公共交通サービスに加えて、自家用有償旅客運送、福祉輸送などの

多様な輸送資源との役割の明確化と連携を推進し、本市の公共交通の最

適化に取り組みます。 
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（３）防災・防犯体制の充実及び感染症に対する備え 

■ 施策の方向性 

高齢者一人ひとりの防災・防犯意識を高め、被害にあわないための取組

や備えを促進するとともに、災害や感染症等が発生した場合の安全・安心

を確保するための体制を整備します。 

■ 取組と内容 

防災体制の充実 

・ 様々な機会を通じて防災意識の醸成を図り、被害を最小限に抑えるた

めの対策や避難行動等における備えを促進します。 

・ 危機管理課と連携し、個別避難計画情報の取り扱いを含め、避難行動

要支援者の避難支援体制づくりを推進します。 

 

福祉避難所の整備 

・ 特別養護老人ホームとの間で福祉避難所の協定を継続し、大規模災害

で被災した避難行動要支援者の安全確保を図ります。 

 

防犯対策の推進 

・ 関係課と連携し、振り込め詐欺や悪質商法などへの被害防止対策を推

進します。 

 

感染症に対する備え 

・ 感染症予防行動について周知し、発症・重症化予防に取り組みます。 
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（４）高齢者等に優しいまちづくり 

■ 施策の方向性 

生活環境の整備は、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（バリアフリー法）」等の制度に基づき、市民のだれもが安心して

生活が送れるよう生活環境の整備を推進するとともに、施設等においては

だれもが利用しやすいユニバーサルデザインによる整備を推進します。 

■ 取組と内容 

ユニバーサルデザインの推進 

・ バリアフリー法等に基づき、高齢者等に優しいまちづくり実現に向け、

関係各課と連携のもと生活環境の整備を推進します。 
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基本目標８ 介護保険サービスの充実 

■ 施策推進の背景 

○ 要介護認定者数の増加に伴い、介護保険サービスの受給者数及び給付費は

増加傾向にあります。将来的には、令和７年（2025 年）にはいわゆる団塊の

世代がすべて 75 歳以上となり、令和 22 年（2040 年）にはいわゆる団塊ジュ

ニア世代が 65 歳以上となるため、人口の高齢化は一層進行し、生産年齢人口

が大きく減少していくことが予測されます。 

○ 本市の要介護認定率は、全国や県内他自治体と比べると低く抑えられてお

り、第１号被保険者一人あたり給付費も、在宅サービス、施設・居住系サー

ビスともに低い水準となっています。 

○ 介護ニーズの拡大に対応し、必要な人が必要なサービスを適切に利用でき

るよう、需要に応じたサービス基盤を計画的に整備していく必要があります。 

○ コロナ禍において、通所系サービス及び短期入所利用が減少し、訪問系サ

ービス利用が増加するなど、これまでと異なる利用傾向がみられることから、

今後の需要を適切に見込む必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 介護保険サービスの利用を必要としている人が適切にサービスを受けるこ

とができています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）待機

者数 

221人 

（Ｒ５） 

120人 

（Ｒ８） 
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（１）居宅サービスの推進 

■ 施策の方向性 

要介護（支援）認定者の増加に対応し、安心して利用できる居宅サービ

ス環境を推進します。 

■ 取組と内容 

居宅サービスの推進 

・ 要介護（支援）認定者の増加に対応して、計画期間の給付費等の額を

適切に見込んだ居宅サービスの整備を図ります。 

・ 介護サービス事業所の運営が適切に行われるよう、集団指導及び運営

指導に取り組みます。 

 

介護予防・生活支援サービスの充実 

・ 多様な生活支援ニーズに応じた訪問サービス、通所サービス及びその

他生活支援サービスを展開します。 
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（２）施設サービスの充実 

■ 施策の方向性 

在宅での生活の継続が困難な要介護高齢者等が安心して生活できる場と

して、ニーズに応じた施設サービスの確保に努めます。 

■ 取組と内容 

特別養護老人ホームの整備 

・ 入所待機者の解消に向けて、埼玉県の整備方針に則り、広域型の特別

養護老人ホーム（１００床）の整備に取り組みます。 

 

■市内施設サービスの整備計画 

 

令和５年度 

確保量 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

定員数 
／日 

施設
数 

定員数 
／日 

施設
数 

定員数 
／日 

施設
数 

定員数 
／日 

施設
数 

施

設

サ

－

ビ

ス 

介護老人 

福祉施設 
913 9 913 9 1,013 10 1,013 10 

介護老人 

保健施設 
300 3 300 3 300 3 300 3 

介護医療院 174 1 0 0 0 0 0 0 

※地域密着型介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム）は含んでいない 
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（３）地域密着型サービスの推進 

■ 施策の方向性 

要介護高齢者が中重度の要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた

自宅や地域で生活を続けることができるよう、地域密着型サービス事業所

によるサービス提供を推進します。 

■ 取組と内容 

地域密着型サービスの推進 

・ 地域密着型サービスのニーズに適切に応じて、地域密着型サービスの

整備を図ります。 

・ 市が指定する地域密着型サービスについて、適切な運営や効果的なサ

ービス提供がなされるよう、集団指導及び運営指導に取り組みます。 

 

■地域密着型サービスの整備計画 

 

令和５年度 

確保量 
令和６年度 令和７年度 令和８年度 

定員数／
日 

事業
所数 

定員数／
日 

事業
所数 

定員数／
日 

事業
所数 

定員数／
日 

事業
所数 

地

域

密

着

型

サ

－

ビ

ス 

定期巡回・随時 

対応型訪問介護 

看護 

40 1 40 1 40 1 40 1 

地域密着型 

通所介護 
171 14 171 14 171 14 171 14 

認知症対応型 

通所介護 
24 3 24 3 24 3 24 3 

小規模多機能型 

居宅介護 
54 2 54 2 54 2 54 2 

認知症対応型 

共同生活介護 
98  6  116 7 116 7 116 7 

地域密着型介護 

老人福祉施設 

入所者生活介護 

29 1 29 1 29 1 29 1 
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（４）経済的負担の軽減 

■ 施策の方向性 

介護保険サービスを必要とする方が、必要なサービスを適切に受けられ

るよう、低所得者及び心身障害者を対象としたサービス利用の負担軽減の

ための事業を実施します。 

■ 取組と内容 

介護（予防）サービス費の助成 

・ 低所得者が、介護保険サービスの利用を経済的な理由で自ら制限する

ことのないよう、サービス利用負担額の一部を助成します。 

 

心身障害者利用負担の助成 

・ 医療制度との整合を図りながら、心身障害者が訪問看護サービスまた

は介護医療院サービスを利用した場合、その利用負担額に対し助成しま

す。 

 

社会福祉法人減免制度の促進 

・ 社会福祉法人減免制度により、低所得者がサービス利用料の減額を受

けられるよう、市内社会福祉法人に制度の実施を呼びかけます。 

 

 

（５）情報提供・広報の充実 

■ 施策の方向性 

介護保険制度の仕組みや要介護認定の申請、サービスの正しい利用方法

などに関する情報を提供します。 

■ 取組と内容 

ホームページ・広報紙などによる情報の発信 

・ 介護保険制度の仕組みや新たな情報などを、ホームページなどを通じ

て情報を発信し、介護保険制度への理解の向上を図ります。 
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基本目標９ 持続可能な介護保険制度の運営 

■ 施策推進の背景 

○ 高齢者（第１号被保険者）が減少していく一方で、後期高齢者数の増加に

伴って要介護認定者数が増加してきており、介護保険制度の運営を持続可能

なものとするためには、サービス基盤の整備と併せて、適正な給付に向けた

取組が不可欠です。 

○ 一方で、生産年齢人口の減少等を背景に、介護人材不足が顕在化してきて

おり、介護人材の確保と介護現場の生産性向上が求められています。また、

災害や感染症が発生した場合でも必要なサービスが継続して提供できる体制

を確保していかなければなりません。 

○ 必要な給付を適切に見込み、適正利用を促進するとともに、埼玉県や事業

所等と連携しながら、安定的で質の高いサービスを継続して提供できる体制

づくりに力を入れていく必要があります。 

■ 目指す姿 

○ 必要なサービス量が適切に見込まれ、質の高いサービスが安定的に供給さ

れています。 

■ 成果指標 

指 標 
基準値 
（年度） 

目標値 
（年度） 

総給付費の対計画比 
92.7％ 
（Ｒ４） 

95.0％ 
（Ｒ８） 
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（１）介護サービス提供事業所運営支援の充実 

■ 施策の方向性 

介護保険サービス等が安定的かつ適切に提供されるよう、サービス提供

事業者に対し、介護現場の生産性の向上を支援するとともに、災害や感染

症が発生した場合であってもサービスが継続的に提供されるための支援を

行います。 

また、介護保険制度の改正等に関する情報提供を行います。 

■ 取組と内容 

介護現場の生産性向上支援の充実 

・ 介護従事者の身体的負担の軽減や業務の効率化を図るため、埼玉県の

地域医療介護総合確保基金を活用するなどして、効果的な介護ロボット

の導入支援やＩＣＴの活用を促進します。 

 

災害・感染症発生時における業務継続に向けた支援の実施 

・ 災害や感染症が発生した場合であっても、必要なサービスが継続的に

提供できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用や研修・訓練の

実施に対し、必要な助言等の支援を行います。 

・ 平時からＩＣＴを活用した会議の実施等による業務のオンライン化を

促進します。 

 

介護保険制度に関する情報提供 

・ 介護保険制度の改正内容について、介護サービス提供事業者などへ十

分な周知を図ります。また、必要に応じて説明会・研修会を開催します。 
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（２）介護人材の確保・定着に向けた支援 

■ 施策の方向性 

介護人材の確保に向けて、埼玉県と連携しながら市内事業所とのマッチ

ング機会を創出するとともに、介護職を希望する人材の育成を図ります。 

また、介護職の継続及び事業所での定着に向けて、資格取得・更新のた

めの支援や業務負担の軽減支援、働きやすい職場環境の整備促進に取り組

みます。 

■ 取組と内容 

介護人材の確保に向けた支援 

・ 介護人材と介護現場とのマッチングを推進するため、埼玉県介護人材

確保総合推進事業等の活用により、市内介護サービス事業所への就労を

促します。 

・ 介護人材の確保のため、埼玉県と連携して、子どもから高齢者まで幅

広い世代の地域住民に対して介護職の魅力等を発信します。 

 

職場での定着に向けた支援 

・ 職員の業務負担軽減の観点から、各種様式の標準化や介護ロボットの

導入支援、ＩＣＴの活用促進等を図ります。 
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（３）給付の適正化とサービスの質の向上 

■ 施策の方向性 

介護保険サービスが適切に提供されるよう、適正な要介護認定や適切な

ケアマネジメントの促進、介護報酬請求の適正化など給付適正化に努めま

す。 

また、介護サービスの質の向上のための取組を推進するとともに、相

談・苦情受付体制を周知します。 

■ 取組と内容 

要介護認定の適正な実施 

・ 公正・公平な要介護認定の実施のため、認定調査員や認定審査会委員

の研修を実施します。 

・ 介護認定審査会の簡素化や認定事務の効率化を推進します。 

 

適切なケアマネジメントの促進 

・ 自立支援型地域ケア会議などの横断的な連携の機会を充実し、より適

切なケアマネジメントを促進します。 

・ ケアプランの点検及び住宅改修・福祉用具実態調査を一体的に実施し、

利用者の自立支援に資するケアマネジメントの実践に向けた支援を行い

ます。 

 

介護報酬請求の適正化と成果の活用 

・ 給付適正化データに基づき、介護サービス事業者への効果的な調査・

指導を継続して実施し、介護報酬請求の適正化を図ります。 

・ 給付適正化事業を通じ認識された課題については、介護サービス事業

者への指導の実施などにより、適切なサービス提供とともに質の向上を

促進します。 

 

介護職員の資質の向上 

・ 介護支援専門員（ケアマネジャー）や介護職員を対象に、自立支援に

向けた介入方法等について理解を深め、包括的視点を持ち、市民へ適切

なサービスを提供することを目的とした研修を実施します。 
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狭山市介護保険サービス事業者協議会活動への支援 

・ 介護サービス事業者間での情報交換や介護サービスの質の向上などを

目的とした狭山市介護保険サービス事業者協議会の活動への支援を行い

ます。 

 

庁内連携体制の強化 

・ 関係各課との情報の共有とともに、個別ケースに対応するうえでの庁

内連携体制の強化に取り組みます。 

 

相談・苦情に応じる体制づくり 

・ サービス利用などに関しての相談・苦情受付機関である埼玉県国民健

康保険団体連合会の市民への周知とともに、保険者（市）として相談・

苦情に対応します。また、居宅介護支援事業者、地域密着型サービス事

業者等に対しては、適切な指導を行います。 
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（４）介護給付費等の見込み 

 

■介護給付費等の推計 
単位：千円 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 第９期合計 

介護給付費 
 

   

介護予防給付費     

特定入所者介護サービス費等     

高額介護サービス費等     

高額医療合算介護サービス費等     

審査支払手数料     

標準給付費     

 

  

 

 

算定中 
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■介護予防サービス見込量（年間） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（１）介護予防サービス 給付費（千円）    

 

介護予防訪問看護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

介護予防訪問リハビリテーション 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

介護予防居宅療養管理指導 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護予防通所リハビリテーション 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護予防短期入所生活介護 

給付費（千円）    

日数（日）    

人数（人）    

介護予防福祉用具貸与 
給付費（千円）    

人数（人）    

特定介護予防福祉用具購入費 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護予防住宅改修 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護予防特定施設入居者生活介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

（２）地域密着型介護予防サービス 給付費（千円）    

 

介護予防小規模多機能型居宅介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護予防認知症対応型共同生活介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

（３）介護予防支援 
給付費（千円）    

人数（人）    

合 計 給付費（千円）    

※地域包括ケア「見える化」システム 将来推計より 

  

 

 

 

 

 

 

算定中 
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■介護サービス見込量【居宅サービス】（年間） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（１）居宅サービス 給付費（千円）    

 

訪問介護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

訪問入浴介護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

訪問看護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

訪問リハビリテーション 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

居宅療養管理指導 
給付費（千円）    

人数（人）    

通所介護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

通所リハビリテーション 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

短期入所生活介護 

給付費（千円）    

日数（日）    

人数（人）    

短期入所療養介護（老健） 

給付費（千円）    

日数（日）    

人数（人）    

福祉用具貸与 
給付費（千円）    

人数（人）    

特定福祉用具購入費 
給付費（千円）    

人数（人）    

住宅改修費 
給付費（千円）    

人数（人）    

特定施設入居者生活介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

※地域包括ケア「見える化」システム 将来推計より 

  

 

 

 

 

 

 

 

算定中 
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■介護サービス見込量【地域密着型サービス・施設サービス・居宅介護支援】（年間） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（２）地域密着型サービス 給付費（千円）    

 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

給付費（千円）    

人数（人）    

地域密着型通所介護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

認知症対応型通所介護 

給付費（千円）    

回数（回）    

人数（人）    

小規模多機能型居宅介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

認知症対応型共同生活介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

給付費（千円）    

人数（人）    

看護小規模多機能型居宅介護 
給付費（千円）    

人数（人）    

（３）施設サービス 給付費（千円）    

 

介護老人福祉施設 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護老人保健施設 
給付費（千円）    

人数（人）    

介護医療院 
給付費（千円）    

人数（人）    

（４）居宅介護支援 
給付費（千円）    

人数（人）    

合 計 給付費（千円）    

※地域包括ケア「見える化」システム 将来推計より 
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■地域支援事業費の推計 
単位：千円 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業    

 

訪問型サービス（第１号訪問事業）    

 

訪問介護相当サービス    

訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）    

訪問型サービスＢ（住民主体によるサービス）    

訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス）    

訪問型サービスＤ（移動支援）    

その他    

通所型サービス（第１号通所事業）    

 

通所介護相当サービス    

通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）    

通所型サービスＢ（住民主体によるサービス）    

通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）    

その他    

その他生活支援サービス（第１号生活支援事業）    

 

栄養改善を目的とした配食    

定期的な安否確認及び緊急時の対応    

訪問型サービス・通所型サービスの一体的提供等    

その他    

介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）    

審査支払手数料    

高額介護予防サービス費相当事業等    

一般介護予防事業    

 

介護予防把握事業    

介護予防普及啓発事業    

地域介護予防活動支援事業    

地域リハビリテーション活動支援事業    

２ 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 

及び任意事業 

   

 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）    

任意事業    

 

介護給付等費用適正化事業    

家族介護支援事業    

その他の事業    

 

成年後見制度利用支援事業    

福祉用具・住宅改修支援事業    

認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業    

認知症サポーター等養成事業    

重度のＡＬＳ患者の入院におけるコミュニケーシ

ョン支援事業 

   

地域自立生活支援事業    

３ 小  計（１＋２）    
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 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

４ 包括的支援事業（社会保障充実分）    

 

在宅医療・介護連携推進事業    

生活支援体制整備事業    

 
生活支援コーディネーター・協議体    

就労的活動支援コーディネーター    

認知症初期集中支援推進事業    

認知症地域支援・ケア向上事業    

認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業    

地域ケア会議推進事業    

５ 合 計（３＋４）    

 

 

  

 

 

算定中 
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（５）介護保険料の算定 

 

■第１号被保険者の保険料算定式 

保険料算定に必要な項目 単位 算定値 

所得段階別加入割合補正後被保険者数（３年間）（Ａ） 人  

標準給付費見込額（Ｂ） 千円  

地域支援事業費見込額（Ｃ） 千円  

総費用見込額（Ｄ）＝Ｂ＋Ｃ 千円  

第１号被保険者負担分相当額（Ｅ）＝Ｄ×23％ 千円  

調整交付金相当額（Ｆ） 千円  

調整交付金見込額（Ｇ） 千円  

市町村特別給付額（Ｈ） 千円  

介護保険給付費等準備基金取崩額（Ｉ） 千円  

保険料収納必要額（Ｊ）（＝Ｅ＋Ｆ－Ｇ＋Ｈ－Ｉ） 千円  

予定保険料収納率（Ｋ） ％  

保険料基準額（年額）（Ｌ）(＝Ｊ÷Ｋ÷Ａ) 円  

保険料基準額（月額）（Ｌ÷12） 円  

※介護保険給付費等準備基金とは、介護給付費と保険料負担の関係から剰余金が発生した場合、

基金に積み立てを行い、保険給付費の不足分に充当するもの 

 

＜参考 保険給付・各事業の財源構成＞ 

 

■保険給付・各事業の財源構成 

 国 県 市 
第１号 

被保険者 

第２号 

被保険者 

居宅サービス 20.0％ 12.5％ 12.5％ 28.0％ 27.0％ 

施設サービス 15.0％ 17.5％ 12.5％ 28.0％ 27.0％ 

介護予防・日常生活

支援総合事業 
25.0％ 12.5％ 12.5％ 23.0％ 27.0％ 

包括的支援事業 

任意事業 
38.5％ 19.25％ 19.25％ 23.0％ ― 

特別給付 ― ― ― 100.0％ ― 

保健福祉事業 ― ― ― 100.0％ ― 

※居宅サービスと施設サービスにおける国の負担割合は、調整交付金（平均５％）が交付されな

いものとしています。 
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■ 所得段階別の保険料 
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第４章 

計画の推進 
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第４章 計画の推進 
 

１ 計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクルの推進） 

（１）ＰＤＣＡサイクルの概要 

高齢者福祉施策及び介護保険事業を円滑に推進していくために、ＰＤＣＡサ

イクルを活用し、評価結果に基づき、より効果的な施策を検討し、所要の対策

の実施に取り組みます。 

 

＜ＰＤＣＡサイクルの流れ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の達成状況の点検及び評価 

計画策定後は、計画の達成状況を「狭山市社会福祉審議会」に適時報告し、

点検及び評価を行います。また、点検及び評価の結果は、市のホームページ等

を通じて公表します。 

 

 

（３）国・埼玉県との連携 

本市の保険者機能及び埼玉県の保険者支援の機能を強化していくため、国・

埼玉県との連携により、地域課題を分析し、地域の実情を踏まえ、高齢者の自

立支援や重度化防止の取組に関する目標を定め、目標に対する実績評価及び評

価結果の公表を行います。 

 

②計画であげた 

具体的な案を実際に 

行動へ移す。 

①目標を立て、目標に対して 

具体的な案を出す。 

③実行した後、 

計画通りの結果が出たか 

検証を行う。 

④検証結果を踏まえて、 

改善案を作成する。 

Plan 

計画 

Do 

実行 

Check 

評価 

Act 

改善 

①'改善案を元に、 

目標に対する成果を出せる 

新しい具体案を出す。 



 

 

 


